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2 認証評価の新展開

2011 (平成 23)年度から第二期の認証評価が始まります。導入されてまだ月日の浅い

認証評価制度ですが、確実な質の保証に向けて、各大学には自己点検・評価を改革・改

善に繋げる内部質保証システムの構築が強く求められるようになります。

( 1 )大学評価システム改革の背景

大学評価の目的は、大学における諸活動の現況を正しく理解し、必要な改革・改善

を促し、大学の質の維持と向上を図ることにあるといわれていますD 自己点検・評価

が義務づけられ、第三者機関による認証評価制度が導入された背景には、 1)大学が

公共性の高い高等教育機関であり その活動実態を関係者に対して公にすることが強

く求められるようになったこと、 2) ユニバーサルアクセスの時代になり、大学の大

衆化・多様化が進むに従い、学位の質を保証する仕組みの構築が求められるようにな

ったこと、 3) 大学のグローバル化が進む中にあって、研究活動と同様、大学教育に

おいても国際的通用性を高める必要性が強まってきたこと、などが挙げられています。

しかし、大学評価の目的は必ずしも十分に理解されず、「義務づけられているから、

やむを得ず実施している」とし寸域を出ていないのが現状です。大学側からは「評価

のための準備に振り回され、大学本来の教育・研究・サービス活動に支障が生じてい

るJといった不満が漏らされ、教育成果に関心を寄せる社会からは「現行の評価制度

では大学の質の保証になっていなしリなどの批判が聞こえるようになってきました。

2011 (平成 23)年度からの第二期の認証評価の開始に当たって、あらためて、大学評

価の意義と目的を再確認し、それに相応しい大学評価システムの構築が求められてい

ますD

このような背景を踏まえ、大学基準協会では、以下の諸点を中心に大学評価システ

ムの改革を行うことにしました。

1 )自主・自律を掲げる大学にとって、評価とは、「されるものJではなく、自らの

意思で「行うもの」であるという意識の定着を図る。

2) 自己点検・評価の質を向上させ、自らの判断と責任において評価結果を改革・改

善に繋げる内部質保証システムの構築を支援する。

3)多岐に亘って設定されてきた従来の評価基準及び評価項目の数を大幅に削減する

ことで、大学にとっても評価機関にとっても、評価に係る負担を可能な限り軽減

できるようにする。
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(2 )内部質保証システム構築への期待

ポスト多様化の新たな課題として、学位の質をどう保証するかが問題となり、設置

基準の厳格化も含め、大学の質の標準化を求める動きが急速に強まっています。とり

わけ、大学教育の国際化・流動化が進むにつれ、質保証システムの整備は、我が国の

大学の国際的信頼性を維持する意味でも欠くことのできない課題と言えます。全ての

大学に認証評価機関の評価を義務づける認証評価制度は、そのための仕組みの一つで

すが、制度設計上の問題も含め、現状の認証評価の質保証機能を疑問視する声も聞か

れるようになっています。

これまで大学の質保証は、大学設置基準及び大学院設置基準による設置審査及び認

証評価にその役割が期待されていました。そのため国は、確実な質保証のためには、

設置基準・設置審査・認証評価の厳格化を一層進め、これらを三点セットとして質保

証の機能を高めようと考えています。大学が公共的性格の強し、高等教育機関である以

上、国の主導による「公的質保証システムJの強化が図られるのは、あるいは当然の

ことかも知れません。しかし、それだけで本当に、大学の質が保証され、質の向上が

図られるのでしょうか。

自主・自律を掲げる大学は、国や第三者機関の評価を待つまでもなく、自らの責任

で大学の諸活動についての自己点検・評価を行い、その結果をもとに改革・改善に努

め、そのことを通じて、大学の質を自ら保証することのできる「内部質保証システムj

を構築する必要があります。大学に認められている入学許可権、教育課程の編成権、

単位認定権、学位授与権などは、大学が自らの質を確実に保証できることを条件に、

社会から負託されている公共性の高い権限なのですD 質保証についての最大の責任は、

何よりもまず、大学自身にあることを忘れてはなりません。「内部質保証システムJの

構築は、大学が自らの将来と大学に対する社会の信頼を確かなものにするための必要

不可欠な要件と言えます口

¥盟

一 7-



(3 ) 自己点検・評価と認証評価の関係

2008 (平成 14) 年 8月、中央教育審議会は、認証評価の導入の背景について、「大

学の質の向上については，大学が自らの教育研究活動や，組織運営の在り方などにつ

いて，不断に自己点検・評価し，その結果に基づき更なる改善方策を探るなど，企画

立案，実施，評価，反映といった教育研究活動の改善のための循環過程を自らのうち

に構築していくことが当然必要であるが，これに加え第三者としての認証評価機関に

より，定期的に評価を受けて，その評価結果やこれに対する社会の反応を踏まえて大

学が自らの改善につなげるという，言わば「ネ士会」を意識したプロセスも，これらの

教育研究の改善のための循環過程の一環として導入することが必要である。J(大学の

質の保証に係る新たなシステムの構築について(答申) )と説明しました。そして、

この答申に基づき認証評価制度が導入されました。具体的には、文部科学大臣が認証

した評価団体(認証評価機関)が、各大学からの申請に基づき、認証評価機関が定め

る基準に照らして当該大学を評価するものです。国・公・私立を問わず、全ての大学

に7年以内(専門職大学院は 5年以内)に一度、認証評価機関による評価を受けるこ

とが義務づけられています。

認証評価の評価基準及び評価方法としては、「評価項目及びその内容が、大学設置基

準等を踏まえたものであり、大学(専門職大学院)の教育研究活動全体の状況を適切

に把握した上で評価するものであること JI大学評価基準の策定・変更に当たっては、

その過程の公正性及び透明性を確保していることJI大学の自己評価結果の分析、実地

調査の実施、その他適切な方法による評価を行うものであることJなどが定められて

います。

そのため、認証評価機関が定める評価基準や評価項目は、多岐に亘り、しかも、か

なり細かな内容までも認証評価の対象となり、準備する大学側にとっても、評価する

機関側にとっても、多大な負担が課せられることにつながっているのが現実です。大

学の質の向上を目指すための手段であるはずの認証評価が、それ自体が目的化され、

大学の「評価疲れj が常態化するようであれば、角を矯めて牛を殺すことにもなりか

ねません。評価基準及び評価項目の大綱化を図り、自己点検・評価に関わる作業の簡

素化・効率化を進めることが喫緊の課題になっています。

大学が行う自己点検・評価が十分信頼に足るものであれば、そして、それに基づく

改革・改善を大学が責任を持って行うことが保証されるならば、これまでのような細

部に亘る認証評価の方法とは随分違ったものになるはずです。認証評価は、国の事前

規制である設置認可を弾力化して、設置後の教育研究活動等の状況を事後評価するた
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めの制度装置として整備されたものではありますが、本来、大学の評価とは、大学が

構築し実行している内部質保証システムが十分機能しているかどうかをチェックする

のが基本的役割であり、活動の詳細を点検・評価するのは、大学自身に委ねられるべ

きものです。各大学が受審の経験を通じて自己点検・評価の能力を高め、直接、社会

の期待に応えることのできる内部質保証システムを構築することこそ、大学に求めら

れていることであり、そのためには、自己点検・評価と認証評価の適切な役割分担が

必要だと思います。

(4)内部質保証システムの輪郭

自己点検・評価はそれ自体が目的ではなく、その結果を改革・改善へつなげること

が重要です。経営学で言われてきた PDCAサイクルとは、目標・計画を立て (Plan)、

実行し (Do)、結果を点検・評価し (Check)、改善・見直しを行う (Action) といった

プロセスを意味しています。つまり、自己点検・評価は、実行した結果が目標や計画

に沿ったものになっているか、沿っていないとすれば何が問題なのか、大学の経営戦

略が不明確なのか、目標や計画が不適切だからなのか、実行上の問題なのか、などに

ついて根拠をもとに冷静に検証し、ポジティブなアクションと結び、つくには、どうす

ればよし、かを考えることなのです。反省と自己弁護ばかりでは、改革・改善につなが

る、本来の自己点検・評価とは言えません。

内部質保証システムを構築するに当たって重要な点は、目標・計画を明確にし、そ

れを構成員が共有し、その実現に向けて真撃な努力を重ねることであり、適切な評価

によるフィードパックをもとに、目標・計画に修正を加え、確実に質の向上を図るこ

とです。とりわけ、自らの大学の現状を把握し、具体的で到達可能な目標・計画を設

定することが、着実な努力を導く主要因であり、適切な評価を行うための必須条件と

言えます。自己点検・評価とは、自らが定めた目標や計画と実際の達成状況との照合

であり、目標と実績との「差異分析」が基本です。目標が抽象的であったり、計画が

唆味であったりすれば、評価のための基準が不明確になり、結果として適切な自己点

検・評価が困難になり、スパイラルアップのための重要な情報を得ることができませ

ん。このスパイラルアップを図示すると次頁のようなイメージになります。
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PDCAサイクル図

く〉教育ブ的ラム

く〉組織

ぐD 叩

内部質保証システムを有効に機能させるということは、すなわち、各評価の視点ご

とに、大学・学部等自身が、前述のPDCAサイクルをきちんと回転させ続けるとい

うことです。その際、同サイクルは、 1回転するごとに位相を改善・改革の方向に上

昇させ、結果としてスパイラルを描くことになります。

認証評価にあたって、各申請大学は、このスパイラルが連綿と続いていることを可

能な限り説得力のある根拠をもとに証明する必要があります。認証評価機関は、大学

の示した「証明」が適切・妥当なものであるかを確認し、その結果をもって当該大学

が内部質保証システムを機能させているか否かを評価することになるからです。

(5 )内部質保証システムの評価

新大学評価システムの最大の特徴は、各大学において、内部質保証システムが整備

され、機能しているかどうかを評価するために、自己点検・評価の充実を前提とする

「内部質保証」を評価基準として設定したことです口

それだけに、関係者間の「内部質保証システム」についての共通認識を高めること

が重要です。改めて、大学基準協会が設定した評価基準 il0 内部質保証」を補足す

るために、その内容を「計画の段階Ji行動の段階Ji点検・評価の段階Ji調整・改善

の段階j という PDCAの観点から再整理し、各段階における評価の視点と改善サイ

クノレを円滑に機能させるための運営システム評価の視点を、下記の通り箇条書きで示

しました。

n
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1 )計画の段階 (PLAN)

① 方針や目標が適切に定められているか。

② それを実現するための具体的な行動計画が策定されているか口

③ 行動計画を実行するための方法が示されているか。

④ 上記①~③の事柄を構成員が十分理解し共有できているか。

2)行動の段階 (DO)

① 計画に基づく具体的な下位目標の設定がなされているか。

② 組織・個人レベルで、それぞれの下位目標が明確にされているか。

③ 下位目標に基づいて着実な活動が実行・展開されているか。

④ 目標に向けた構成員の活動を動機づける工夫が行われているか。

3) 点検・評価の段階 (CHECK)

① 活動実態について絶えず点検・評価が行われているか。

② 客観的なデータや資料を基に点検・評価が行われているか。

③ 方針・目標・計画との照合という観点から点検・評価が行われているか。

④ 点検・評価の信頼性・妥当性を高める工夫がなされているか。

4)調整・改善の段階 (ACTION)

① 点検・評価結果をもとに、方針・目標を見直し、計画・方法に必要な改善方

策が講じられているか。

② 改善すべき点が、方針・目標の設定の仕方にあるのか、計画・方法に起因す

るのか、あるいは、活動実施上の問題なのかについて、適切に整理され分析さ

れているか。

③ 点検・評価によって明らかになった問題点や不具合を適切に処理しているか。

④ 点検・評価結果を改革・改善に繋げるための手順と方法が定められているか。

5) 質の向上に向けた努力を可能にする管理運営システムの整備 (SYSTEM)

① 質の向上は大学の責務であるとしづ意識が浸透しているかD

② 教育目標の確実な実現を目指した管理運営システムになっているか。

③ 質保証に向けた役害Ijと責任を明確にした管理運営システムになって

し、るカh。

④ 継続的な質の向上を可能にする管理運営システムになっているか。
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3 新たな大学評価システムの概要

( 1 )大学評価の目的

本協会は、以下の 2点を目的に大学評価を実施します。

1 )本協会が定める大学基準に基づき大学の諸側面を包括的に評価することを通じて、

大学の教育研究活動等の質を社会に対し保証すること。

2)大学評価の結果の提示並びにその後の改善報告書の提出及びその検討というアフ

ターケアを通じて、申請大学に設置される学部・研究科等を含む大学全体の改善

を継続的に支援すること。

特に、社会に対して保証する「大学の質Jについては、申請大学が自身の掲げる理

念・目的の達成に向けた活動を行っていること また、自己点検・評価体制を整備し、

これを確実に機能させ、適切・妥当な自己点検・評価活動を実施し、その結果が改革・

改善に着実に連動していること、すなわち自己改善を進めるシステムが機能している

かどうかを重視します。

(2 )大学評価の特質

本協会が実施する大学評価には、以下のような特徴があります。

1 )大学内に構築される質保証システムの有効性に着目した評価

大学の質保証の第一義的責任は大学にあります。したがって、大学は、教育研究

を中心とする大学の諸活動について、自己点検・評価を通じて、適切な水準を維持

し、質の向上を図っていくことが求められます。

本協会の新たな大学評価では、こうした質保証のためのシステムが十全に構築さ

れ有効に機能しているかどうかを重視します。

2) 自己改善機能を重視した評価

本協会が要請する自己点検・評価では、教員・教員組織、教育内容・方法・成果、

学生の受け入れ、学生支援、教育研究等環境、管理運営・財務など 10基準について、

現状を把握し、それを分析・評価して問題点や長所を洗い出し、問題点については

その改善策を、長所についてはさらに伸張させるための方策を導き出すよう求めて

います。こうした自己点検・評価方式を通じて、大学が自律的に改善・改革に取り

組める評価、すなわち自己改善機能を重視した評価を実施しています。

3) 理念・目的・教育目標の達成度を重視した評価

本協会の大学評価は、大学に共通して求められる学校教育法や大学設置基準等の
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法令要件が遵守されているかどうかの評価(基盤評価)を行った上で、理念・自的・

教育目標を達成するために大学がどのような努力を払っているか、それがどの程度

達成されているかという観点から評価を行います(達成度評価)。

4) 改善報告書の評価

本協会の大学評価は 7年周期を原則としていますが、その中間時点で、直近の大

学評価で問題点として指摘された事項の改善状況について評価を行し、ます。具体的

には、本協会が提示した評価結果(努力課題及び改善勧告)に対して評価周期の中

間時点にあたる 3年後にその改善状況の報告を求め、改善がなされているか、改善

に向けた努力が見られるかという観点から評価を行います。評価の結果、さらに改

善が必要であればその旨を指摘し、次の大学評価の際にその改善状況の報告を求め

ます。

こうした評価のサイクルを通じて、本協会は大学の改善・向上のための支援を継

続的に行っています。

5) ピア・レビューの重視

本協会の大学評価は上記のとおりさまざまな特徴を持っていますが、これらの評

価を実際に行う評価者は正会員大学の教職員を中心に構成されています。これは、

大学の教育・研究活動に直接責任を負っている大学教職員が専門的な知見・識見を駆

使することで、的確な評価を行うことを可能とするという立場をとっているからで

す。その一方で、評価の中核となる委員会には、評価の透明性を確保する必要性な

どから大学教職員以外の外部有識者を委員に配して評価を実施しています。

(3 )大学評価の基準一大学基準ー

本協会の大学評価のための評価基準は、大学基準([資料 1J)です。したがって、

本協会の大学評価では、評価を申請した大学がこれらの基準に適合しているかどうか

を判定することになります。

この大学基準の各基準及びその解説は、「それぞれの大学の特徴や立場を尊重しその

改善・向上を促すという観点に立って、各大学の理念・目的を踏まえて、大学のある

べき姿を追求するための留意点を明らかにすることに主眼」を置いています。

評価を申請する大学は、この大学基準の趣旨・内容を理解し、これに十分留意し対

応しながら、自己点検・評価活動を進めていくことが重要です。

また、評価に従事する主査・委員は、申請大学が適切な水準を保持しているかどう

かを検証するとともに、大学が掲げる理念・目的・教育目標の実現の状況や実現に向
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けた努力の状況などを、点検・評価項目に示される大学の教育・研究を中心とした活

動の諸側面を評価しますD

大学基準は、次の 10の基準で構成されています。

基準 1 理念・目的

大学は、その理念に基づき、人材育成の目的、その他の教育研究上の目的を

適切に設定し、公表しなければならない。

基準 2 教育研究組織

大学は、その理念・目的を踏まえて、適切な教育研究組織を整備しなければ

ならない。

基準 3 教員・教員組織

大学は、その理念・目的を実現するために、求める教員像や教員組織の編制

方針を明確にし、それに基づく教員組織を整備しなければならない。

基準 4 教育内容・方法・成果

大学は、その理念・目的を実現するために、教育目標を定め、それに基づき

学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を明示しなければならない。ま

た、こうした方針に則して、十分な教育上の成果を上げるための教育内容と方

法を整備・充実させ、学位授与を適切に行わなければならない。

基準 5 学生の受け入れ

大学は、その理念・目的を実現するために、学生の受け入れ方針を明示し、

その方針に沿って公正な受け入れを行わなければならない。

基準 6 学生支援

大学は、学生が学修に専念できるよう、修学支援、生活支援および進路支援

を適切に行わなければならない

基準 7 教育研究等環境

大学は、学生の学修ならびに教員による教育研究活動を必要かっ十分に行え

るよう、学習環境や教育研究環境を整備し、これを適切に管理運営しなければ

ならない。

基準 8 社会連携・社会貢献

大学は、社会との連携と協力に配慮、し、教育研究の成果を広く社会に還元し

なければならない。

基準 9 管理運営・財務

大学は、その機能を円滑かっ十分に発揮するために、明文化された規定に基
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づき適切な管理運営を行わなければならない。また、教育研究を支援しそれを

維持・向上させるために、適切な事務組織を設置するとともに、必要かっ十分

な財政的基盤を確立し、財務を適切に行わなければならない。

基準 10 内部質保証

大学は、その理念・目的を実現するために、教育の質を保証する制度を整備

し、定期的に点検・評価を行い、大学の現況を公表しなければならない。

なお、大学基準の解説については、「大学基準およびその解説J( [資料 1J) を参照

してください。

(4 )評価項目と評価の視点

本協会は、大学が、新しい大学基準に適合しているかどうかを検証するために、評

価基準ごとに評価の対象となる複数の評価項目を設定しました([資料 2])。今回改定

した評価項目は、従来の点検・評価項目を精選化し大幅に縮減して、包括的、基本的

な内容のものとしています。

評価項目の特徴としては、 10基準のうち「理念・目的J及び「教育研究組織」を除

く8基準に構成される評価項目(i10. 内部質保証」では評価の視点)において、方針

の明確化を求めています。具体的には、教員組織の編成方針、学位授与方針、教育課

程の編成・実施方針などです。

また、評価項目のもとに評価の視点を示していますが、これは、点検・評価のため

の手掛かりや根拠となるものです。また、どのような視点から評価項目が評価される

かについて、関係者間の共通理解を図るためのものでもあります。

なお、評価の視点については、すべて採用するか、または一部を採用するかは、大

学の裁量に委ねます。また、示されている評価の視点以外に大学固有の評価の視点を

設定することは、それが評価項目を評価するに際して客観的な論拠となるものであれ

ば、一向に差し支えありません。
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|参考資料: 1 -3 I 

E 大学による自己点検・評価

1 大学基準協会が要請する自己点検・評価

大学基準協会が要請する自己点検・評価とは、教育研究等の大学の活動全般を的確に

点検・評価するだけではなく、その結果が改革・改善に繋がるものでなければなりませ

ん。自主・自律を標楊する大学に相応しく、自らの発展に確実に資するような有用性の

高い自己点検・評価を求めています。

( 1 )自己点検・評価の意義

自己点検・評価には、大きく分けると 3つの機能的側面があります。

第 1は、公共性の高い高等教育機関としての責務である対社会的な説明責任を果た

すとしづ側面です口このことは、学校教育法第 109条第 1項によって、「当該大学の教

育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行

い、その結果を公表する」ことが定められています。大学が日常的に行っている高等

教育の実施や教育課程の編成、単位認定や学位授与などは、大学が国から負託させた

権限であり、権限をもっ機関の義務として、自らの活動について相応の説明責任が課

せられているのです。

第 2は、認証評価のための基礎的情報を提供するという側面です。「当該大学の教育

研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の認証を受

けたもの(以下、「認証評価機関Jと呼ぶ)による評価(以下、「認証評価」と呼ぶ)

を受けるJ(学校教育法第 109条第 2項)ことが求められていますD この認証評価制度

は、第三者の評価によって大学の質を保証しようというものですが、各大学が行う自

己点検・評価が認証評価の基礎になっていることは言うまでもありません。認証評価

が「質保証の機能Jを果たすためには、その基となる当該大学の自己点検・評価が適

切に行われていることが不可欠な要件なのです。

第 3は、大学が教育研究活動の活性化と質の向上に向けて発展するために、継続的

な改革・改善に必要な情報を得るとしヴ側面です。自主性・自律性を掲げる大学は、

現状に甘えることなく、絶えず自己改革を行う必要があります。そのためには、現状

を的確に把握し、それを目指すべき方向と照合し、伸長すべき点や解決すべき点を確

認し、実現可能・実行可能な改善計画を立て、構成員が一丸となって実現に向けて努

力することが求められています。本来の自己点検・評価とは、対社会的な責務でも、
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認証評価に対応するためだけのものではありません。大学自らの意思と責任で、より

良い大学を創生するための重要な手段なのです。

(2 )自己点検・評価体制の構築

適切な自己点検・評価を実施するための恒常的な組織を整備し、それが十分機能す

るためには、次の諸点に留意する必要があります。

1 )自己点検・評価のための学内組織の設置

自己点検・評価の対象が大学の諸活動全般に及ぶことから考えると、全学組織の

みならず、学部・研究科といった部局ごとに自己点検・評価を行うための組織が必

要で、しかも、全学組織と有機的に連携できる体制の構築が求められます。そのた

めには、学内規程を整備し それぞれの組織が担うべき役割を明確にしておくこと

が重要です。また、自己点検・評価結果を改革・改善に繋げるマネジメントに反映

できるよう、既存の組織との関係を規程化し、そのことを構成員が十分理解してお

くことが大切です。

2) 自己点検・評価のための前提条件の整備

適切な自己点検・評価を実施するためには、「構成員が合意している目標や計画

があること」と、「評価方法についての技術的な課題がクリアされていること」が前

提となります。自己点検・評価は、活動実態を的確に把握できる情報の収集・管理

に加え、客観的な根拠を基に第三者的な視点から評価するための評価者の訓練が条

件です。質の高い自己点検・評価を行うためには、組織の整備とともに評価訓練を

受けた見識ある人材の配置が重要です。

3) 学内情報のデータベース化の推進

自己点検・評価のためには、大学の諸活動や現状把握についてのデータを計画

的・継続的に収集し、これらを体系的に整理し、検索・分析・加工などの情報処理

を効率的に行えるよう管理しておくことが重要です。このような学内情報のデータ

ベースの整備が行われていれば、定期的にデータを入力するだけで、現況の理解、

問題点や課題の抽出など必要な情報を適切に得ることができます。

4) 自己点検・評価結果の活用

自己点検・評価が形骸化されないためにも、評価結果の活用について、学内合意

を形成しておく必要があります。点検・評価をしても、それが大学の改善・改革に

繋がらなければ、構成員は徒労感に陥るだけです。自己点検・評価を大学マネジメ

ントの一環に正しく組み込み、経営戦略や改善計画の策定に活かす体制を構築する
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必要があります。

5) 外部評価の有効利用

自己点検・評価の信頼性と妥当性を高めるために、必要に応じて外部評価を受け

ることが推奨されます。自己点検・評価の過程で同窓生や外部有識者の意見を積極

的に聴取したり、専門分野の評価を関連する学協会に依頼したり、大学問で相互的

に評価し合う方法などが考えられます。自己点検・評価とは、自分たちだけの閉じ

た点検・評価という意味ではありません。大学自らの裁量と判断によって、主体的

に行う総合的な点検・評価活動なのです。

( 3 )自己点検・評価の実施方法

自己点検・評価の実施方法については、決められた方法や手順があるわけではあり

ません。ここでは参考までに、自己点検・評価の目的である「対社会的な説明責任」

「質保証のための自己証明Ji改革・改善の推進j という観点から、本協会が考えてい

る一連の流れを示しておきます。

1 )到達目標の明確化

点検・評価の基準になるものは、各大学が掲げる到達目標であり、それがどの程

度達成されているかという点を評価するのが基本です口そのためには、学位授与方

針や教育課程の編制・実施方針などの各種方針を掲げて、それに基づいて具体化し

た到達目標を設定することが肝心です。目標に向けた構成員の活動を促すためには、

より焦点化した下位目標の設定や、到達時期の明示など、目標の到達に向けた具体

的な計画を明らかにする必要があります。

2) 到達目標の妥当性の吟味

到達目標は、夢や希望ではなく、構成員の努力によって到達可能な目標でなけれ

ばなりません。目標として掲げることが妥当であるかどうかは、現有している人的・

物的・資金的資源や大学の置かれている諸条件と深い関係があります。そのような

視点から、到達目標の実現可能性について、組織レベル・個人レベルで、検討するこ

とが重要です。

3 )評価方針及び評価項目の決定

どのような方針・計画・手順・方法で評価作業を行うのかを決め、その上で、具

体的な評価項目を設定することが大切です。その際に参考になるのが、大学の質を

保証するために定めている評価基準と評価項目です。しかし、それだけに留まる必

要はありません。各大学の個性や特色を適切に評価できる項目を設定する工夫を期
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待したいと思います。

4)評価項目に対応する評価指標の確定

評価項目について適切な評価を行うためには、評価項目に対応する評価指標を決

めることが重要ですD この評価指標がデータ収集の具体的な対象となるからです。

しかし、大学の諸活動の指標には、定量的な評価指標のみならず、定性的な評価指

標も重要視しなければなりません。とりわけ、教育成果の指標の開発は、自己点検・

評価の充実を図る上でも重要な課題です。

5)評価指標を基にした現況の把握

評価指標が決まったら、それに対応するデータを体系的に収集し、大学の現況を

客観的に把握することが求められます。評価指標が多岐に亘る場合には、それらを

評価基準ごとに整理したり、指標間の関連を構造化したりして、現況が分かりやす

いように整理することが必要でしょう。場合によっては、標準得点化を試み、各評

価基準の比較ができるようにするのも現状を簡潔に知る上では有効です。

6)現況と到達目標との照合

自己点検・評価の自己点検とは、現況を到達目標と照合することであり、目標と

現況の差異分析をすることです。目標が明確でなければ自己点検ができないと言わ

れているのはそのためです。目標に対して現状がどの程度の到達段階にあるのか、

また、不十分な到達段階にあるのは、何が原因と考えられるのかなどの原因分析を

試みるのも、自己点検の重要なポイントです。

7)現況に対する自己評価

自己点検が終わったら、それを自己評価することが大切です。現況について自ら

どう評価するのか 十分で、あると見なすのか、不十分で改善の余地があると判断す

るのか、そのように判断する根拠は何かなどを、自ら指摘するのが自己評価といわ

れる段階です。この自己評価には価値判断が伴うため、外部評価を活用したり、各

種のベンチマークを参照したりして、自己評価の妥当性を証明することが求められ

ます。

8) 自己長検・評価に基づく改善計画の策定

点検・評価報告書は、活動実態報告書に留まらず、改善行動計画書としての意味

が含まれている必要があります。どのような点を改善する必要があるのか、改善内

容の緊急度や重要度をどのように考えているのか、どの程度の資源を投入すれば改

善が可能になると考えるのか、改善に向けた計画や手順はどうすればよいのかなど、

実行性のある改善計画を策定することが望まれます口
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9) 改善計画の実現に向けた方策

計画を実行するためには、構成員の改善に向けた動機づけを高める必要がありま

す。現況についての共通理解、改善計画についての合意形成、実行過程のフィード

バック、組織レベルでの計画と個人レベルの活動との関連づけ、努力に見合うイン

センティブの供与など、構成員の大学に対するアイデンティティと自己関与を高め

る工夫が必要です。
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6・1・7 教員組織における外国人研究者の受け入れ状況

6・1-8 教員組織における女性教員の占める割合

教育研究支援職員)

6・1-9 実験・実習を伴う教育等を実施するための人的補助体制と人員配置

6・1・10 教員と教育研究支援職員との問の連携・協力関係

6・1・11 ティーチング・アシスタントの制度化と活用

教員の募集・任免・昇格に対する基準・手続き)

6・1・12 教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続
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6・1・14 教員選考手続における公募制の導入
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|参考資料:31 

1 .技術者教育の認定制度について

1-1 技術者教育の認定制度とは

技術者教育の認定制度とは、高等教育機関における技術者教育のプログラムに対して、第三者

の認定機関によって、その機関が設定・公表している一定の基準をもとに、確実、公平かつ公正

に審査し、適格であるプログラム、すなわち図 1・1に示す教育の PDCAサイクルを着実に実施し

ているプログラムを認定し、認定されたプログラムを社会に公表することにより、そのプログラ

ムの修了生が学習・教育目標の達成者であることを社会に知らせる制度を意味します。

認定制度の認定の目的

J 教育の質保証(認定されたプログラムを公表し、そのプログラムでは教育の質

を維持・向上させ、かつ学習・教育目標を達成した学生のみを卒業させている

ことを社会に知らせること)を行う。

J 優れた教育方法の導入を促進し、技術者教育を継続的に発展させる。

J 技術者教育の評価方法を発展させる。

J 技術者教育の評価に関する専門家を育成する。

J 教育活動に対する組織の責任と教員個人の役割を明確にするo

J 教員の教育に対する貢献の評価を推進する。

技術者教育とは、以下に示すような技術者として身につけていなければならない専門職的素養

を、社会の要請する水準以上で、卒業時点までに学生に身につけさせる学士課程の教育を意味し、

技術者の基礎教育ともいいます。

1) 技術者の専門分野として必要な原理・原則の深い知識と応用力

2) 幅広い視野のための関連専門分野に関する知識と対話可能な認識

3) 効果的にコミュニケーシヨンできる能力、効果的に仕事ができるチームワーク力、技術者

倫理の自覚、人文社会科学的知見など

学習・教育目標とは、プログラム側がその理念・使命・目的・伝統・個性を活かして、社会の

期待・学生の希望・雇用者の要求・産業界のニーズ等を考慮し、認定機関によって設定・公表さ

れている一定の基準を満たす範囲で、独自に設定し保証する「卒業時点までの学習の成果として、

学生に身につけさせる専門職的素養(社会の要請する水準以上での知識・能力・素養等)を具体

的に書きおろしたものJで、それらの達成を評価・判定できる評価指標を意味します。ここに、

その書きおろしたものをアウトカムズといい、そのアウトカムズを身につけ、実社会での 2・3

年の実務経験を経て、身につけることが期待される専門職的素養を広めに書いたものを、教育目

標あるいは教育目的という場合もあります。

認定プログラムを修了した学生は、そのプログラムの修了生であるという意味で質保証されま
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す。学生が、技術者教育で、深い専門知識と広い教養を身につけ、知識力・応用力及び人間力を

展開させ、自主的・継続的に学習できる能力を磨こうと志しているときに、それに応えるべく、

優れた技術者教育のプログラムを提供する高等教育機関を対象とする認定審査制度は、学生にと

っても、修了生の受け入れ先である産業界にとっても、また広く社会にとっても、重要な意義が

あります。

Plan D 
F|蒜AZ11

∞卜育改善 l::の実施|∞

も|達…
什
U

Plan: プログラムが保証する適切な学習・教育目標が設定されているか

Do: プログラムは、自己点検書や学則、シラパス、パンフレット等の記載通

りに実施されているか

Check: プログラム修了生の全員が認定された学習・教育目標を達成しているか

Act: 教育の継続的改善システムが機能しているか

図 1-1 教育の PDCAサイクル

1-2 r工学教育j から「技術者教育Jへのパラダイムシフト

産業界が将来技術者となる学生に求める能力としては、社会ニーズに適合した深い専門知識と

応用力をはじめとして、主体的な行動力、自己責任の自覚、諸外国との相互理解を深めることの

できる教養、他国籍や他分野の技術者と協働して活躍できるコミュニケーション能力など、多岐

にわたる要求があります。そのためそれらの専門職的素養を学生に身につけさせる国際的に通用

する技術者教育が強く求められています。

産業界での技術開発で直面する諸問題の解決には、概念化力、構想化力、計画力、課題設定力

(定式化力)、課題解決力(解析力)、課題把握力、調査・研究力、モデリングとシミュレーショ
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ンカ、実験力、デザイン力、実践力などの能力を発揮することができる技術者が渇望されていま

す。

米国における認定機関の ABET(Accreditation Board of Engineering and Technology)は、

1932年に学協会が集まって設立された組織です。 1990年代初め頃から、 4年制大学工学部での

各工学科の工学教育のプログラムの卒業生が身につけている能力やスキルと産業界のニーズとの

ミスマッチが問題化されるようになり、 ABETでは工学教育の内容の改革・改善を促すため、プ

ログラムの適格認定のための基準ならびに認定・審査のあり方について検討されました。その結

果、工学教育フログラムに対してそれまで長年続けられてきたカリキュラム・教員資格・授業時

間・教育環境・財政などを重視した「何が教えられるか (whatis taught)Jの評価ではなく、

1)産業界のニーズを踏まえ、

2)明確な教育目標を設定し、

3)アウトカムズが実際に身についたかを根拠となる資料等で、整理・分析し、

4)教育目標の達成度評価を行い、

5)継続的な教育改善を促進する

ことを重視した「何が学習されているか (whatis learned)Jの評価が重要であるとの結論に達し

ました。

「学生と卒業生の質と活動に視点を置き、技術者教育のフログラム共通に満たすことを求める

基準指定のアウトカムズ項目、並びにそれに加えたプログラム独自の設定アウトカムズ項目をす

べて卒業時点で学生が実際に身につけているかどうかの根拠となる資料で整理・分析し、評価し、

教育目標を達成した学生のみを卒業させるとともに、継続的な教育改善を促すものJ(なお、 ABET

では、アウトカムズと教育目標を分けて用いている)となっています。それは、まさに、それま

での「工学教育Jの意味での engineeringeducationから「技術者教育」の意味での englneenng

educationへのパラダイムシフトを導くものとなっています。また、それらのアウトカムズを含

め、技術者として備えていなければならない素養を身につけさせるための授業としては、以下の

内容をあげ、それぞれを身に付けさせるに必要な授業量を指定しています。

1) 専門分野に関係する数学と自然科学

2) 専門分野に関係するエンジニアリング・サイエンスとエンジニアリング・デザインの内容

3) 補完的な学習(人文社会科学、マネージメント、エンジニアリング・エコノミックス等)

ここで、「エンジニアリング・サイエンス」とは、数学と自然科学の創造的応用で組み立てられ

た専門的科学技術(数学的・数値解析的技術や技法、モデリングとシミュレーション、実験方法

の利用、電気回路、電子回路、自動制御、材料力学、熱力学、流体力学、情報処理基礎(プログ

ラム言語、データ構造とアルゴリズム、ソフトウエア設計など)の総称を意味しています。

また、「エンジニアリング・デザインJとは数学、自然科学、エンジニアリング・サイエンスと

補完的な学習の成果を集約し、社会的ニーズに合ったハードウエアやソフトウエアを含む、デバ

イス、プロセス、システム、方法などの人工物を工夫することで、分野によって異なる経済、環

境、社会、政治、倫理、健康と安全、製造性、ならびに持続性のような現実的制約のもと行われ

る創造的・協働的でオーフンエンドなフロセス、を意味します。
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1 . はじめに

本学では、受審済みの JABEE教育プログラムの充実や新規に受審する教育プログラムの整

備などを推進する組織として、 2007年 10月に JABEE推進室を設置しました。その後、全学

的な視野のもとに様々な教育改善活動を継続していくことを目的に、 2009年 4月に教育開発

センターを、 2010年 4月に教育開発課を設置しました。

現在は教育開発課 JABEE担当が窓口となり、 JABEE認定教育プログラムに関わる授業を

担当される先生方に、成績評価報告書および授業改善計画・報告書のご提出を依頼しておりま

す。

先生方におかれましては、本書をご一読いただき、授業運営や上記の報告書の作成にお役立

てくださいますようお願いします。

また、本書は今後も継続的に改善していきたいと考えております。お気づきの点がございま

したら、教育開発課JABEE担当までご連絡ください。

1.1 本書の概要

本書は、 JABEEの要求事項に対応した授業運営や成績評価、報告書の作成方法等について

説明し、JABEE認定教育プログラムに関わる先生方に情報提供することを目的としています。

機械工学エネルギー・デザインプログラム(機械工学科)、機械システム基礎壬学プログラ

ム(機械システム工学科)、および国際工学プログラム(機械創造工学科)は、 JABEE(日本

技術者教育認定機構)の認定を受けた技術者教育プログラムです。これら教育プログラムは継

続的に審査を受け、シラパスが教育プログラムの学習・教育目標と対応しているかどうか、成

績評価がシラパスに記述された評価方法どおりに行われているかどうかなどについて厳密に

審査されます。審査に際しては、成績評価報告書および授業改善計画・報告書が重要な資料と

なります白このため、これらの教育プログラムの授業を担当される先生方には、シラパスに上

記の各教育プログラムとの対応について明示していただくことなどが必要とな砂ます。

成績評価報告書は、各々の授業と教育プログラムの学習・教育目標との対応、およびその達

成を証明するための書類です。成績評価報告書は JABEE資料室に置かれ、教職員が閲覧でき

ます。授業改善計画・報告書は、教育プログラムの継続的改善に資するための書類で、機械系

学科事務室に置かれ、学生も含め教育プログラム関係者全員が閲覧できます。



1.2 授業全体の流れについて

・授業準備……シラパスの作成、授業改善計画の策定など。特に、シラパスには JABEE認

定教育プログラムのために追加して記載していただく項目があります。

・授業運営・・・…試験やレポートおよび演習課題など、成績評価の根拠となる資料を保管して

いただきます。新宿校舎 12階講師室内、および八王子校舎 1号館 1F講師室前に答案保

存システム装置を設置しておりますので、資料の保管に適宜ご利用ください。

・授業期間終了後……シラパスに記述された方法に従って、成績を評価してください。また、

成績評価報告書および授業改善計画・報告書を作成し、提出期限までにご提出ください。
~ 

提出される資料の選定については、本書 14.1. 5 目標達成根拠資料の用意J(18'"'-'21p)を

ご覧ください。また、オフィスアワー記録や授業アンケート集計表もご提出願います。

JABEE認定プログラムに関連する授業を担当し、かつ成績評価報告書および

授業改善計画・報告書の提出が必要とされる先生方には、前期終了科目について

は7月頃、後期終了科目については 2月頃、教育開発課 JABEE担当より文書にて

個別に提出を依頼します。 提出期限等の詳細につきましては、その際にお知ら

せします。
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(様式 2-2)

工学院大学 工学科授業改善計画・報告書 (20 年度)

科目: (履修コード ) 

学科: 工学科(一一一年生前期・後期・通年・特週)

担当教員: (教職員番号 ) 

履修人数: 人

改善僻値
.. 

次年度改善に向けての分析

. 
分析

改善評価

解偏己自

次年度改善に向けての分析

析分

[授業改善計画・報告書]
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[2010年度包本技術者教育認定基準〕

日本技術者教育認定基準

この認定基準は、高等教育機関において技術者の基礎教育を行っているプログラムを認

定するために定めるものである。認定を希望するプログラムは、以下に示す基準 1ー6およ

び補則をすべて満たしていることを根拠となる資料等で説明しなければならない。なお、

ここでいう技術者とは、研究開発を含む広い意味での技術の専門職に携わる者である。

基準 1学習・教育目標の設定と公開

(1)自立した技術者の育成を目的として、下記の(a)ー (h)の各内容を具体化したプログラ

ム独自の学習・教育目標が設定され、広く学内外に公開されていること。また、それ

が当該プログラムに関わる教員および学生に周知されていること。

(a)地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養

(b)技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して負っている責

任に関する理解(技術者倫理)

(c)数学、自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力

(d)該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力

(e)種々の科学、技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力

(f)日本語による論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力およ

ぴ国際的に通用するコミュニケーション基礎能力

(g)自主的、継続的に学習できる能力

(h)与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力

(2)学習・教育目標は、プログラムの伝統、資源および卒業生の活躍分野等を考慮し、ま

た、社会の要求や学生の要望にも配慮したものであること。

基準 2学習・教育の量

(1)プログラムは 4年間に相当する学習・教育で構成され、 124単位以上を取得し、学士

の学位を得た者を修了生としていること。

(2)プログラムは修了に必要な授業時間(授業科目に割り当てられている時間)として、

総計 1，600時間以上を有していること。その中には、人文科学、社会科学等(語学教

育を含む)の授業 250時間以上、数学、自然科学、情報技術の授業 250時間以上、お

よび専門分野の授業 900時間以上を含んでいること。

(3)プログラムは学生の主体的な学習を促し、十分な自己学習時間を確保するための取り

組みを行っていること。



基準 3教育手段

3. 1教育方法

[2010年度日本按続誉教育認定基準]

(1)学生がプログラムの学習・教育目標を達成できるように、教育課程(カリキュラム)

が設計され、当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。カリキ

ュラムでは、各科目とプログラムの学習・教育目標との対応関係、が明確に示されてい

ること。

(2)カリキュラムの設計に基づいて、科目の授業計画書(シラパス)が作成され、当該プ

ログラムに関わる教員および学生に開示されていること。また、それに従って教育が

行われていること。シラパスでは、それぞれの科目ごとに、カリキュラム中での位置

付けが明らかにされ、その教育の内容・方法、達成目標、成績の評価方法・評価基準

が示されていること。また、シラパスあるいはその関連文書によって、授業時間が示

されていること。

(3)学生自身にもプログラムの学習・教育目標に対する自分自身の達成状況を継続的に点

検させ、その学習に反映させていること。

3. 2教育組織

(1)カリキュラムを適切な教育方法によって展開し、教育成果をあげる能力をもった十分

な数の教員と教育支援体制が存在していること。

(2)カリキュラムに設定された科目聞の連携を密にし、教育効果を上げ、改善するための

教員関連絡ネットワーク組織があり、それに基づく活動が行われていること。

(3)教員の質的向上を図る仕組み(ファカルティ・ディベロップメント)があり、当該プ

ログラムに関わる教員に開示されていること。また、それに従った活動が行われてい

ること。

(4)教員の教育活動を評価する方法が定められ、当該プログラムに関わる教員に開示され

ていること。また、その方法に従って評価が行われていること。

3.3入学、学生受け入れおよび移籍の方法

(1)プログラムの学習・教育目標を達成できるように設計されたカリキュラムの履修に必

要な資質を持った学生を入学させるための具体的な方法が定められ、学内外に開示さ

れていること。また、それに従って選抜が行われていること。

(2)プログラム履修生を共通教育等の後に決める場合には、その具体的方法が定められ、

当該プロ.グラムに関わる教員および学生に開示されていること。また、それに従って

履修生の決定が行われていること。

(3)学生をプログラム履修生として編入させる場合には、その具体的な方法が定められ、

学内外に開示されていること。また、それに従って履修生の編入が行われていること。

(4)プログラム履修生の移籍を認める場合には、その具体的方法が定められ、当該プログ
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[2010年度B本技術者教育認定基準]

ラムに関わる教員および学生に開示されていること。また、それに従って履修生の移

籍が行われていること。

基準 4教育環境・学生支援

4. 1施設、設備

プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な教室、実験室、演習室、図書室、

情報関連設備、自習・休憩施設および食堂等が整備されていること。

4.2財源

プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な施設、設備を整備し、維持・運用

するために必要な財源確保への取り組みが行われていること。

4.3学生への支撮体制

教育環境および学習支援に関して、授業等での学生の理解を助け、学生の勉学意欲を増

進し、学生の要望にも配慮する仕組みがあり、それが当該プログラムに関わる教員、職

員および学生に開示されていること。また、それに従った活動が行われていること。

基準 5学習・教育目標の達成

(1)シラパスに定められた評価方法と評価基準に従って、科目ごとの目標に対する達成度

が評価されていること。

(2)学生が他の高等教育機関等で取得した単位に関して、その評価方法が定められ、それ

に従って単位認定が行われていること。編入生等が編入前に取得した単位に関しても、

その評価方法が定められ、それに従って単位認定が行われていること。

(3)プログラムの各学習・教育目標に対する達成度を総合的に評価する方法と評価基準が

定められ、それに従って評価が行われていること。

(4)修了生全員がプログラムのすべての学習・教育目標を達成していること。

基準 6教育改善

6. 1教育点検

(1)学習・教育目標の達成状況に関する評価結果等に基づき、基準 1-5に則してプログ

ラムの教育活動を点検する仕組みがあり、それが当該プログラムに関わる教員に開示

されていること。また、それに関する活動が行われていること。

(2)その仕組みは、社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みを含み、また、仕組み自

体の機能も点検できるように構成されていること。

(3)その仕組みを構成する会議や委員会等の記録を当該プログラムに関わる教員が閲覧で

きること。
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[2010年度目本設術者教育認定基準]

6. 2継続的改善

教育点検の結果に基づき、基準 1-6に則してプログラムの教育活動を継続的に改善す

る仕組みがあり、それに関する活動が行われていること。

補則分野別要件

分野別要件は、当該分野のプログラムに認定基準を適用する際の補足事項を定めたもの

である。ただし、分野別要件が補足するのは、主として、学習・教育目標に関するもの

(基準 1(1) (d)等)と教員(団)に関するもの(基準 3.3 (1)等)である。
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求人企業へのアンケート

FOシンポジウムでの事例研究

PDCAサイクルによる教育設主義

大学は、時代の変革に合わせ、社会の要績に

応えるために、教禽推進の組織・体制、カリキュ

ラムの漏成方針や援業の実施体制(極集方法・

評髄ー改善等)の見直しなどを常に行うことが必

要です。本学ではよの留で示す PDCAサイクル

により教育故革を進めています。

学生の更なる学習意欲向上や不得意科自の

学習支媛など、本学の教育における様々な問題

や課題を洗い出し、その解決方法について実現

性・実効性のある対策を提案・実施していますむ

後{新轡教養ぎの PDCAサイクル

工学際大学の JABEE

PLAN i計磁)

専門基礎力、問題解決力、コ

ミュニケーション力、創造力、

マネジメント力、技術者倫理な

どの能力を身につけることが

できる体系的なカリキュラム

ま編成

。o[実践;

多様な入学者の選抜

捜業:シラパス、少人数教育、

双方向指導、体験型・実務

裂教育、厳格な評髄

学生サポート:導入教湾、キャ

リア教育、被習教育

本学のグローバルエンジニアリング学部機械創造工学科のf世界で活躍する哀

のグローパルエンジニアの育成Jを目指したr~練工学プログラムJは、 2001 年

度に日本で初めて JABEEにより認定された 3プログラムの内の一つです。(そ

の後、 2006年度に認定継続審査を受け、継続認定されました。)

また、 2004年度には工学部機械工学科の「機械工学エネルギー・デザインプ

ログラムjとエ学部機械システムエ学科のf機械システム基礎工学プログラムj

が、 JABEE認定を受けました。前者iまf専門領域を広い視野で見渡す実務に強

い機械工学設持i者の膏成jを、後者はf機械工学とシステムエ学の二つの分野を

融合させた領域で活躍できる人材の育成jを包指しています0(2009年 11月に

碕プログラムとも認定継続審査を受け、高い評価を得ましたれ正式には 2010佼

S~ に、継続認定される見込みです。)
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平成21年度内部監査実施スケジュール

日程 内容 備考

20090420 肉部監査実施スケジュール策定、確箆 総合企画室、内部監査事務局

20090421 理({{Z31事})}監平平長事成成に22.以11肉年年下古度度都を監依肉内査郵卸繍員監監懇査査陵方員会針‘事出{お席務考局え員)の委指蝿示状交付

2∞90508 17: 30-19:00役員
監事、内部監査員懇般会

理事会:15 :00-17氾Oホ出席:理事長、監事、新旧内部監査員、肉部監査事務局

20090603 17:00-18:30 第6 内部監査改善計画報告会

第1圏内部監査員会
18 :30-19:30 第6 自民組 ・平成21年度び監内査部監査スケジュールについて

-監査先及 方針について

20090618 17 :00-18:00 第3 第槍2囲題内・部監監査査先員及会び監査方針について

第蟻2囲題内・部肉監由査員会
20090708 17:00-18:00 第3 部部監査項目について

-内監査日程について

20090717 肉部監査実施通知(肉部監査室長場理事長)

20090721 肉部監査実施通知(理事長司監査対象各部門)

20090728 内部監査項目及び監査日程通知(内部監査室長司監査対象各部門)

20090901 9:30-11 :30 役員 内部監査実施施般部施段管理課(主担当:樋口)

14: 00-16:00 役員 内部監査実施教務部 (主担当:八戸)

20090903 9: 30-11 :30 第1 内部監査実施学生部 (主担当:八戸)

14: 00-16: 00 役員 内部監査実施総務部総務課 (主担当:字国JII)

20090908 9:30-11 :30 第2 内部監査実施八王子事務部庶務課・施設部施設繰(主担当:於保)

14:00-16:00 中高会館室 内部監査実施附属中学校・高等学校 (主担当:加藤)

20090909 -1 009 この問、監査問書作成

20091013 17 :00-18: 30 第擁4囲題内・・卸内肉監館鶴査監監員査査会報報告告書につのいまとめについて
て
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平成21年度内部監査実施スケジュール.

日程 内容 備考

20091014-1017 この問、監査鯛書作成

20091027 10:00-11 :45 第2 第蛾5囲趨内・i肉細監査査会報報告告書につのいまてとめについて

20091028-1117 この間、肉部監査報告書作成

20091119 13:00-14:00役員 肉部監査報告会事前打ち合わせ 監査員、事務局で打ち合せ
.• 

理事長への報告(肉部監査室長場理事長)
20091120 13:00-14:00役員応綾 内部監査報告会実施:出席理事長、3常務、監事、内部監査員

*理事長から改善指示を受ける。

20091215 内部監査実施部門に監査結果及び改善指示を通知、改善計画の検討
を依頼(理事長時監査実施部門)

20091216-201∞303 この間、被監査榔門は、改善計画を検討

20100304 改善結果の提出依頼通知(理事長司監査実施部門)

20100326 改善結果を報告(内部監査室長司理事長)



(2009.9.15 財団法人 大学基準協S2]
点検・評価項目

， )新しい f大学基準』では、現行の『大学基準』の15の「評価基準j を10に収触し、これらを評価のための基軸とする。

2)評価申請大学が、新しい『評価基準』に適合しているかどうかを判断するために、 『評価基準j ごとに評価の対象となる複数の『評価項目』を設ける。

3) r評価項目Jは評価の対象となる項目である。評価申請大学は各「評価基準』に関し、 『現状説明→点検・評価→改善」のシステムが円滑に機能しているかを中心に自己点検・評価

を行う。

4) r評価項目』は、包括的・基本的な肉容のものとし、従来の『点検・評価項目Jと較べ、評価項目数の大幅な削減を図っている。

5) それぞれの『評価項目』は、評価申請大学が、適切に自己点検・評価するために、その下に『評価の視点」を示している。また、対応する法令等も示している。

なお、 『評価の視点Jは、点検・評価のための手掛かりや根拠となるものである。

6) r評価の視点』を設定したのは、どのような視点から『評価項目Jが評価されるかについて、関係者聞の共通理解を図るためのものである。

どの視点を点検・評価の手段として採用するかは各大学の裁量に委ねる。

7) r評価の視点』は、例示されているもの以外でも「評価項目』を評価するに際して客観的な論拠となるものであれば、各大学が独自に設定しでもかまわない。

σ3 
N 

8)対応法令等において、 【基】は教育基本法、 【教】は学校教育法、 【教規】は学校教育法施行規則、 【位】は学位規則、 【学】は大学設置基準、 【院】は大学院設置基準、

【専】は専門職大学院設置基準、 【告】は告示を示す。

1 理念・目的

静価項目 評価の視点 対応法令等

理念・目的の明確化 【【基】】 大学(第 7条)
教大学の目的(第 83条)、

( 1 )大学・学部・研究科等の理念・目的は、適切に設定され
大学院及び専門職大学院の目的(第 99条)

実績や資源、からみた理念・目的の適切性 【院】修士課程の目的(第 3条)、
ているか。

博士課程の目的(第4条)

個性化への対応
【専】専門職学位課程(第 2条)、

法科大学院の課程(第 18条)

(2 )大学・学部・研究科等の理念・目的が、大学構成員(教
構成員に対する周知方法と有効性

【【学]]教育育研究上の目的の公表等(第 2条の 2)
職員および学生)に周知され、社会に公表されているか。 院教研究上の目的の公表等(第 1条の 2)

社会への公表方法

(3) 大学・学部・研究科等の理念・目的の適切性について定
[教】自己存、検・評価及び認証評価制度(第 109条)

期的に検証を行っているか。
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2 教育研究組織

教育研究組織の編制原理

( 1 )大学の学部・学科・研究科・専攻および附置研究所・
ンタ一等の教育研究組織は、理念・目的に照らして適切なもの|理念・目的との適合性
であるか。

( 2)教育研究組織の適切性について、定期的に検証を行って
いる方、

学術の進展や社会の要請との適合性

I教】通信教育(第 84条)、学部(第 85条)、
夜間において授業を行う学部(第 86条)、
研究施設の附置(第 96条)、
大学院の設置(第 97条)、
研究科(第 100条)、夜間又は通信による
研究科(第 101条)、大学院のみを置く
大学(第 103条)

[学】学部(第 3条)、学科(第4条)、

[資料2]

課程(第 5条)、学部以外の基本組織(第 6条)、
外国に設ける組織(第 50条)

[院}大学院の課程(第2条)、
専ら夜間において教育を行う大学院の課程
(第 2条の 2)
修士課程(第 3条)、博士課程(第4条)、
研究科(第 5条)、専攻(第 6条)、
研究科と学部の関係(第 7条)、
複数の大学が協力して教育研究を行う研究科
(第 7条の 2) 、
研究科以外の基本組織(第 7条の 3)

独立大学院(第 23条)
通信教育を行う課程(第 25条)

[専】専門職学位課程(第2条)、
法科大学院の課程(第 18条)、
教職大学院の課程(第 26条)

【告】大学が外国に学部、学科その他の組織を設ける
場合の基準、
大学院を置く大学が外国に研究科、専攻その他
の組織を設ける場合の基準、
専門職大学院を置く大学が外国に研究科、専攻
その他の組織を設ける場合の基準

[教]自己有、検・評価及び認証評価制度(第 109条)



。
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3 教員・教員組織

教員に求める能力・資質等の明確化

( 1 )大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明
|教員構成の明確化

確に定めているか。

教員の組織的な連携体制と教育研究に係る責任の所在の明確化

編制方針に治った教員組織の整備

(2 )学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備し
|授業科目と担当教員の適合性を判断する仕組みの整備

ているか。

研究科担当教員の資格の明確化と適正配置

[基】教員(第 9条)
【教]学長、教授その他の職員(第 92条)
[学]教員組織(第7条)、

授業科目の担当(第 10条)、
授業を担当しない教員(第 11条)
専任教員(第 12条)、
専任教員数(第 13条)
学長の資格(第 13 条の~)、
教授の資格(第 14条)、
准教授の資格(第 15条)、
講師の資格(第 16条)、
助教の資格(第 16条の 2) 、
助手の資格(第 17条)
共同学科に係る専任教員数(第46条)

[院]教員組織(第 8条、第 9条)、
一定規模数以上の入学定員の大学院研究科の
教員組織(第 9条の 2)

[専】教員組織(第4条、第 5条)
I告】大学院設置基準第 53条に基づく段階的整備に

ついて定める件、
薬学関係の学部に係る専任職員について定め
る件、
大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数
について定める件、
1専攻あたりの入学定員の一定規模数を
専門分野ごとに定める件、
大学院設置基準第 38条に基づく段階的整備
について定める件、

[資料2]

専門職大学院に関し必要な事項について定める件
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(3 )教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか。

(4 )教員の資質の向上を図るための方策を講じているか。

教員の募集・採用・昇格等に関する規程および手続きの明確化

規程等に従った適切な教員人事

教員の教育研究活動等の評価の実施

ファカルティ・デ、イベロップメント (FD) の実施状況と有効性

[教]学長、教授その他の職員(第 92条)
I学]教授の資格(第 14条)、

准教授の資格(第 15条)、
講師の資格(第 16条)、
助教の資格(第 16条の 2) 、
助手の資格(第 17条)

[院】教員組織(第 9条)
【専]教員組織(第 5条)

I基]教員(第9条)
【学]教育内容等の改善のための組織的な研修等

(第 25条の 3) 
[院]教育内容等の改善のための組織的な研修等

(第 14条の 3)
[専]教育内容等の改善のための組織的な研修等

(第 11条)
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4 教育肉容・方法・成果
教育目棟、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針

( 1 )教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか。

(2 )教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示して
し、るカミ。

(3 )教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施
方針が、大学構成員(教職員および学生等)に周知され、社会
に公表されているか。

※ l 

【【教]1 学位(第 104条)

位 学士の学位授与の要要要件件件 (第2条条) 、
修士の学位授与の (第 3~) 、
博士の学位授与の (第4条)、

学位門職論文の審査の協力(第 5条)、
専 大ミの学2院)の課程を修了した者に対し授与する学位

専(第F5条
可職学積位極の授与の要件(第条 5条の 3)

[学]情報の 的な提供(第 2~) 、
教育育育研究上の目的の公表等(第2条の 2)
教課程の編成方針(第 19条)、
教課程の編成方法(第 20条)

【院]教育課程の編成方針(第 11条)

[資料2]

※1 

※3 

[教】自己点検・評価及び認証評価制度(第 109条)

※2 ※3 
【学] 教育育課程の編成方針(第 19条)

教課程の編成方法(第 20条)、単位(第 21条)、
[学]情報ゴ円ョzの積極的な提供(第2条) 、

教研究上の目的の公表等(第 2条の 2)
1年間の授業時間(第 22条)、 [院]教育研究上の目的の公表等(第 1条の 2)
各授業科目の授業期間(第 23条)、
共同教育課程の編成(第43条)、

共同教育課程に係る単(位第の認定(第 44条)
[院] 教育業課程の編成方針 1 1条)、

授及び研究指導(第 12条)、
研究指導(第 13条)、
教育方法の特例(第 14条)、
共同教育育課程の編成(第 31条)、
共同教 課程に係る単位授の認定等(第 32条)

[専] 教育課程(第 6条) 業を行う学生数(第 7条)、
授業の方法等(第8条、第9条)
共同教育育課程の編成 第 32条)
共同教課程に係る単位の認定等(第 33条)
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教育課程・教育内容

必要な授業科目の開設状況

( 1 )教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に|
|順次性のある授業科目の体系的配置

開設し、教育課程を体系的に編成しているか。 I

|コースワークとリ
専門教育・教養教育|

|サーチワークのパラ
の位置づけ lンス

|専門分野の高度化に|理論と実務との架
学士課程教育に相þtl':;;:~<J ~~ ~~~~~I |対応した教育内容の|を図る教育内容のしい教育内容の提供 I~;~' v I~~ F，J r J.-p'"V./1 

(2 )教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しし、IV V -'t̂  FI r J-t:r
V

/1J.t:17' I提供

教育内容を提供しているか。 I初年次教育・高大連

携に配慮した教育内
容

[学]教育課程の編成方針(第 19条)、
教育課程の編成方法(第 20条)、
共同教育課程の編成(第43条)

I院]教育課程の編成方針(第 11条)
共同教育課程の編成(第 31条)、

I専】教育課程(第 6条)、
共同教育課程の編成(第 32条)

【学】教育課程の編成方針(第 19条)
[院1修士課程(第 3条)、博士課程(第4条)、

教育課程の編成方針(第 11条)

[資料2]

[専】専門職学位課程(第2条)、教育課程(第6条)



教育方法

[資料2]

教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の採用
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告

履修科目登録の上限設定、学習指導の充実

( 1 )教育方法および学習指導は適切か。

学生の主体的参加を促す授業方法

シラパスの作成と内容の充実

( 2) シラパスに基づいて授業が展開されているか。

実務的能力の向上を
目指した教育方法と
学習指導
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授業内容・方法とシラパスとの整合性
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厳格な成績評価(評価方法・評価基準の明示)

(3 )成績評価と単位認定は適切に行われているか。 単位制度の趣旨に基づく単位認定の適切性

の適切性

【学】単位(第 21条)、
1年間の授業期間(第 22条)、
各授業科目の授業期間(第 23条)
成績評価基準等の明示等(第 25条の 2) 、
単位の授与(第 27条)、
履修科目の登録の上限(第27条の 2) 、
他の大学又は短期大学における授業科目の履修等
(第 28条)、

大学以外の教育施設等における学修(第 29条)、
入学前の履修得単位等の認定(第 30条)

{院}成績評価基準等の明示等(第 14条の 2) 、
大学設置基準の準用(第 15条)

I専】成績評価基準等の明示等(第 10条)、
他の大学院における授業科目の履修等
(第 13条)、
入学前の既修得単位等の認定
(第 14条)、
他の大学院における授業科目の履修等
(第 21条)、
入学前の既修得単位等の認定(第 22条)、
他の大学院における授業科目の履修等
(第 27条)、

入学前の既修得単位等の認定(第 28条)
[告]大学が単位を与えることができる学修を定める件

I学】教育内容等の改善のための組織的な研修等
(第 25条の 3)

(4)教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育|授業の内容および方法の改善を図るための組織的研修・研究の実I(院]教育内容等の改善のための組織的な研修等
課程や教育内容・方法の改善に結びつけているか。 I施 I (第 14条の 3)

I専]教育内容等の改善のための組織的な研修等
(第 11条)

I • 
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成果

( 1 )教育目標に治った成果が上がっているか。

( 2) 学位授与(卒業・修了認定)は適切に行われているか。

学生の学習成果を測定するための評価指標の開発とその適用

学生の自己評価、卒業後の評価(就職先の評価、卒業生評価)

学位授与基準、学位授与手続きの適切性

学位審査および修了認定の客観性・厳格性
を確保する方策

[資料2]

【教]自己点検・評価及び認証評価制度(第 109条)

【教]修業年限の特例(第 89条)
[教規】卒業認定(第 147条)
[位]学士の学位授与の要件(第 2条)

修士の学位授与の要件(第 3条)
博士の学位授与の要件(第4条)
学位論文の審査の協力(第 5条)
専門職大学院の課程を修了した者に対し授与する
学位(第 5条の 2)
専門職学位の授与の要件(第 5条の 3)

[学】卒業の要件(第 32条)
共同学科に係る卒業の要件(第45条)

【院】修士課程の修了要件(第 16条)、
博士課程の修了の要件(第 17条)
共同教育課程に係る修了要件(第 33条)

I専]専門職学位課程の修了要件(第 15条)、
専門職大学院における在学期間の短縮
(第 16条)、
法科大学院の課程の修了要件(第 23条)、
法科大学院における在学期間の短縮(第 24条)、
教職大学院の課程の修了要件(第 29条)、
教職大学院における在学期間の短縮(第 30条)
共同教育課程に係る修了要件(第 34条)



[資料2]

5 学生の受け入れ

求める学生像の明示

1 [教]入学資格(第 90条)、
当該課程に入学するにあたり、修得しておくべき知識等の内容・|

| 大学院の入学資格(第 102条)
水準の明示 | 

l【学】情報の積極的な提供(第 2条)

障がいのある学生の受け入れ方針

( 1 )学生の受け入れ方針を明示しているか。

学生募集方法、入学者選抜方法の適切性
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(2)学生の受け入れ方針に基づき、公正かっ適切に学生募集
および入学者選抜を行っているか。

入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性
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[学]収容定員(第 18条)
[院]収容定員(第 10条)

(4)学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基
づき、公正かっ適切に実施されているかについて、定期的に検
三7 を行っているか

I教】自己点検・評価及び認証評価制度(第 109条)
[教規]飛び入学について自己点検・評価の実施と公表

1 5 8 
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6 学生支援

( 1 )学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることがで
きるよう学生支援に関する方針を明確に定めているか。

( 2) 学生への修学支援は適切に行われているか。

(3 )学生の生活支援は適切に行われているか。

(4)学生の進路支援は適切に行われているか。

[資料2)

留年者および休・退学者の状況把握と対処の適切性

補習・補充教育に関する支援体制とその実施

障がいのある学生に対する修学支援措置の適切性

奨学金等の経済的支援措置の適切性

心身の健康保持・増進および安全・衛生への配慮

【学]厚生補導の組織(第42条)

ノ、ラスメント防止のための措置

進路選択に関わる指導・ガイダンスの実施

キャリア支援に関する組織体制の整備



7 教育研究等環境

( 1 )教育研究等環境の整備に関する方針を明確に定めている

地・校舎・施設・設備に係る大学の計画

[資料2]

[告]大学設置基準第 53条に基づく段階的整備について
定める件、
大学院設置基準第 38条に基づく段階的整備
について定める件

地・校舎等の整備状況とキャンパス・アメニティの形成

(2 )十分な校地・校舎および施設・設備を整備しているか。

校地・校舎・施設・設備の維持・管理、安全・衛生の確保
-.J 
w 

[学]校地(第 34条)、運動場(第 35条)、
校舎等施設(第 36条)、
校地の面積(第 37条)、
校舎の面積(第 37条の 2)
付属施設(第 39条)、
薬学実務実習に必要な施設(第 39条の 2)、
機械、器具等(第40条)、
二以上の校地において教育研究を行う場合における
施設及び設備(第 40条の 2) 、
共同学科に係る校地の面積(第47条)、
共同学科に係る校舎の面積(第 48条)、
共同学科に係る校舎の施設及び設備(第 49条)

[院]講義室等(第 19条)、
機械、器具等(第 20条)、
学部等の施設及び設備の共用(第 22条)、
二以上の校地において教育研究を行う場合における
施設及び設備(第 22条の 2)
共同教育課程を編成する専攻に係る施設及び設備
(第 34条)

[専]専門職大学院の諸条件(第 17条)

(3 )図書館、学術情報サービスは+分に機能しているか。

図書、学術雑誌、電子情報等の整備状況とその適切性

図書館の規模、司書の資格等の専門能力を有する職員の配置、開 I(学】図書等の資料及び図書館(第 38条)
館時間・閲覧室・情報検索設備などの利用環境 I (院】図書等の資料(第21条)

国内外の教育研究機関との学術情報相互提供システムの整備

教育課程の特徴、学生数、教育方法等に応じた施設・設備の整備

(4 )教育研究等を支援する環境や条件は適切に整備されてい|ティーチング・アシスタント (TA) ・リサーチ・アシスタント
るか。 I(RA) ・技術スタッフなど教育研究支援体制の整備

教員の研究費・研究室および研究専念時間の確保
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研究倫理に関する学内規程の整備状況

(5 )研究倫理を遵守するために必要な措置をとっているか。

研究倫理に関する学内審査機関の設置・運営の適切性
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8 社会連携・社会貢献

( 1 )社会との連携・協力に関する方針を定めているか。

( 2) 教育研究の成果を適切に社会に還元しているか。

[資料2]

産・学・官等との連携の方針の明示

地域社会・国際社会への協力方針の明示

教育研究の成果を基にした社会へのサービス活動

【基】大学(第 7条)
学外組織との連携協力による教育研究の推進 【教】目的(第83条)、

公開講座(第 107条)

地域交流・国際交流事業への積極的参加
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9 管理運営・財務
管理運営

中・長期的な管理運営方針の策定と大学構成員への周知

意思決定プロセスの明確化 l 
( 1 )大学の理念・目的の実現に向けて、管理運営方針を明確1'----"-- -..-.- I [教]教授会の設置(第 93条)

に定めているか。[教規]代議員等の設置(第 143条)
教学組織(大学)と法人組織(理事会等)の権限と責任の明確化

教授会の権限と責任の明確化

関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程の整備とその適切
な運用

(2 )明文化された規程に基づいて管理運営を行っているか。 132碓Z部長研究科長および理事(学務担当)等の権限と責任 I(割譲ゎ議官竹野Jデ92条)

学長選考および学部長・研究科長等の選考方法の適切性

事務組織の構成と人員配置の適切性

(3 )大学業務を支援する事務組織が設置され、十分に機能し|
ているか。 I事務機能の改善・業務内容の多様化への対応策

員の採用・昇格等に関する諸規程の整備とその適切な運用

人事考課に基づく適正な業務評価と処遇改善
(4)事務職員の意欲・資質の向上を図るための方策を講じて

いるか。
スタッフ・ディベロップメント (S0) の実施状況と有効性

【教]学長、教授その他の職員(第 92条)
[学]事務組織(第41条)

[資料2]
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|参考資料: 1 - 1 I 

2 認証評価の新展開

2011 (平成 23)年度から第二期の認証評価が始まります。導入されてまだ月日の浅い

認証評価制度ですが、確実な質の保証に向けて、各大学には自己点検・評価を改革・改

善に繋げる内部質保証システムの構築が強く求められるようになります。

( 1 )大学評価システム改革の背景

大学評価の目的は、大学における諸活動の現況を正しく理解し、必要な改革・改善

を促し、大学の質の維持と向上を図ることにあるといわれていますD 自己点検・評価

が義務づけられ、第三者機関による認証評価制度が導入された背景には、 1)大学が

公共性の高い高等教育機関であり その活動実態を関係者に対して公にすることが強

く求められるようになったこと、 2) ユニバーサルアクセスの時代になり、大学の大

衆化・多様化が進むに従い、学位の質を保証する仕組みの構築が求められるようにな

ったこと、 3) 大学のグローバル化が進む中にあって、研究活動と同様、大学教育に

おいても国際的通用性を高める必要性が強まってきたこと、などが挙げられています。

しかし、大学評価の目的は必ずしも十分に理解されず、「義務づけられているから、

やむを得ず実施している」とし寸域を出ていないのが現状です。大学側からは「評価

のための準備に振り回され、大学本来の教育・研究・サービス活動に支障が生じてい

るJといった不満が漏らされ、教育成果に関心を寄せる社会からは「現行の評価制度

では大学の質の保証になっていなしリなどの批判が聞こえるようになってきました。

2011 (平成 23)年度からの第二期の認証評価の開始に当たって、あらためて、大学評

価の意義と目的を再確認し、それに相応しい大学評価システムの構築が求められてい

ますD

このような背景を踏まえ、大学基準協会では、以下の諸点を中心に大学評価システ

ムの改革を行うことにしました。

1 )自主・自律を掲げる大学にとって、評価とは、「されるものJではなく、自らの

意思で「行うもの」であるという意識の定着を図る。

2) 自己点検・評価の質を向上させ、自らの判断と責任において評価結果を改革・改

善に繋げる内部質保証システムの構築を支援する。

3)多岐に亘って設定されてきた従来の評価基準及び評価項目の数を大幅に削減する

ことで、大学にとっても評価機関にとっても、評価に係る負担を可能な限り軽減

できるようにする。

- 6 -



(2 )内部質保証システム構築への期待

ポスト多様化の新たな課題として、学位の質をどう保証するかが問題となり、設置

基準の厳格化も含め、大学の質の標準化を求める動きが急速に強まっています。とり

わけ、大学教育の国際化・流動化が進むにつれ、質保証システムの整備は、我が国の

大学の国際的信頼性を維持する意味でも欠くことのできない課題と言えます。全ての

大学に認証評価機関の評価を義務づける認証評価制度は、そのための仕組みの一つで

すが、制度設計上の問題も含め、現状の認証評価の質保証機能を疑問視する声も聞か

れるようになっています。

これまで大学の質保証は、大学設置基準及び大学院設置基準による設置審査及び認

証評価にその役割が期待されていました。そのため国は、確実な質保証のためには、

設置基準・設置審査・認証評価の厳格化を一層進め、これらを三点セットとして質保

証の機能を高めようと考えています。大学が公共的性格の強し、高等教育機関である以

上、国の主導による「公的質保証システムJの強化が図られるのは、あるいは当然の

ことかも知れません。しかし、それだけで本当に、大学の質が保証され、質の向上が

図られるのでしょうか。

自主・自律を掲げる大学は、国や第三者機関の評価を待つまでもなく、自らの責任

で大学の諸活動についての自己点検・評価を行い、その結果をもとに改革・改善に努

め、そのことを通じて、大学の質を自ら保証することのできる「内部質保証システムj

を構築する必要があります。大学に認められている入学許可権、教育課程の編成権、

単位認定権、学位授与権などは、大学が自らの質を確実に保証できることを条件に、

社会から負託されている公共性の高い権限なのですD 質保証についての最大の責任は、

何よりもまず、大学自身にあることを忘れてはなりません。「内部質保証システムJの

構築は、大学が自らの将来と大学に対する社会の信頼を確かなものにするための必要

不可欠な要件と言えます口

¥盟
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(3 ) 自己点検・評価と認証評価の関係

2008 (平成 14) 年 8月、中央教育審議会は、認証評価の導入の背景について、「大

学の質の向上については，大学が自らの教育研究活動や，組織運営の在り方などにつ

いて，不断に自己点検・評価し，その結果に基づき更なる改善方策を探るなど，企画

立案，実施，評価，反映といった教育研究活動の改善のための循環過程を自らのうち

に構築していくことが当然必要であるが，これに加え第三者としての認証評価機関に

より，定期的に評価を受けて，その評価結果やこれに対する社会の反応を踏まえて大

学が自らの改善につなげるという，言わば「ネ士会」を意識したプロセスも，これらの

教育研究の改善のための循環過程の一環として導入することが必要である。J(大学の

質の保証に係る新たなシステムの構築について(答申) )と説明しました。そして、

この答申に基づき認証評価制度が導入されました。具体的には、文部科学大臣が認証

した評価団体(認証評価機関)が、各大学からの申請に基づき、認証評価機関が定め

る基準に照らして当該大学を評価するものです。国・公・私立を問わず、全ての大学

に7年以内(専門職大学院は 5年以内)に一度、認証評価機関による評価を受けるこ

とが義務づけられています。

認証評価の評価基準及び評価方法としては、「評価項目及びその内容が、大学設置基

準等を踏まえたものであり、大学(専門職大学院)の教育研究活動全体の状況を適切

に把握した上で評価するものであること JI大学評価基準の策定・変更に当たっては、

その過程の公正性及び透明性を確保していることJI大学の自己評価結果の分析、実地

調査の実施、その他適切な方法による評価を行うものであることJなどが定められて

います。

そのため、認証評価機関が定める評価基準や評価項目は、多岐に亘り、しかも、か

なり細かな内容までも認証評価の対象となり、準備する大学側にとっても、評価する

機関側にとっても、多大な負担が課せられることにつながっているのが現実です。大

学の質の向上を目指すための手段であるはずの認証評価が、それ自体が目的化され、

大学の「評価疲れj が常態化するようであれば、角を矯めて牛を殺すことにもなりか

ねません。評価基準及び評価項目の大綱化を図り、自己点検・評価に関わる作業の簡

素化・効率化を進めることが喫緊の課題になっています。

大学が行う自己点検・評価が十分信頼に足るものであれば、そして、それに基づく

改革・改善を大学が責任を持って行うことが保証されるならば、これまでのような細

部に亘る認証評価の方法とは随分違ったものになるはずです。認証評価は、国の事前

規制である設置認可を弾力化して、設置後の教育研究活動等の状況を事後評価するた
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めの制度装置として整備されたものではありますが、本来、大学の評価とは、大学が

構築し実行している内部質保証システムが十分機能しているかどうかをチェックする

のが基本的役割であり、活動の詳細を点検・評価するのは、大学自身に委ねられるべ

きものです。各大学が受審の経験を通じて自己点検・評価の能力を高め、直接、社会

の期待に応えることのできる内部質保証システムを構築することこそ、大学に求めら

れていることであり、そのためには、自己点検・評価と認証評価の適切な役割分担が

必要だと思います。

(4)内部質保証システムの輪郭

自己点検・評価はそれ自体が目的ではなく、その結果を改革・改善へつなげること

が重要です。経営学で言われてきた PDCAサイクルとは、目標・計画を立て (Plan)、

実行し (Do)、結果を点検・評価し (Check)、改善・見直しを行う (Action) といった

プロセスを意味しています。つまり、自己点検・評価は、実行した結果が目標や計画

に沿ったものになっているか、沿っていないとすれば何が問題なのか、大学の経営戦

略が不明確なのか、目標や計画が不適切だからなのか、実行上の問題なのか、などに

ついて根拠をもとに冷静に検証し、ポジティブなアクションと結び、つくには、どうす

ればよし、かを考えることなのです。反省と自己弁護ばかりでは、改革・改善につなが

る、本来の自己点検・評価とは言えません。

内部質保証システムを構築するに当たって重要な点は、目標・計画を明確にし、そ

れを構成員が共有し、その実現に向けて真撃な努力を重ねることであり、適切な評価

によるフィードパックをもとに、目標・計画に修正を加え、確実に質の向上を図るこ

とです。とりわけ、自らの大学の現状を把握し、具体的で到達可能な目標・計画を設

定することが、着実な努力を導く主要因であり、適切な評価を行うための必須条件と

言えます。自己点検・評価とは、自らが定めた目標や計画と実際の達成状況との照合

であり、目標と実績との「差異分析」が基本です。目標が抽象的であったり、計画が

唆味であったりすれば、評価のための基準が不明確になり、結果として適切な自己点

検・評価が困難になり、スパイラルアップのための重要な情報を得ることができませ

ん。このスパイラルアップを図示すると次頁のようなイメージになります。
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PDCAサイクル図

く〉教育ブ的ラム

く〉組織

ぐD 叩

内部質保証システムを有効に機能させるということは、すなわち、各評価の視点ご

とに、大学・学部等自身が、前述のPDCAサイクルをきちんと回転させ続けるとい

うことです。その際、同サイクルは、 1回転するごとに位相を改善・改革の方向に上

昇させ、結果としてスパイラルを描くことになります。

認証評価にあたって、各申請大学は、このスパイラルが連綿と続いていることを可

能な限り説得力のある根拠をもとに証明する必要があります。認証評価機関は、大学

の示した「証明」が適切・妥当なものであるかを確認し、その結果をもって当該大学

が内部質保証システムを機能させているか否かを評価することになるからです。

(5 )内部質保証システムの評価

新大学評価システムの最大の特徴は、各大学において、内部質保証システムが整備

され、機能しているかどうかを評価するために、自己点検・評価の充実を前提とする

「内部質保証」を評価基準として設定したことです口

それだけに、関係者間の「内部質保証システム」についての共通認識を高めること

が重要です。改めて、大学基準協会が設定した評価基準 il0 内部質保証」を補足す

るために、その内容を「計画の段階Ji行動の段階Ji点検・評価の段階Ji調整・改善

の段階j という PDCAの観点から再整理し、各段階における評価の視点と改善サイ

クノレを円滑に機能させるための運営システム評価の視点を、下記の通り箇条書きで示

しました。

n
u
 



1 )計画の段階 (PLAN)

① 方針や目標が適切に定められているか。

② それを実現するための具体的な行動計画が策定されているか口

③ 行動計画を実行するための方法が示されているか。

④ 上記①~③の事柄を構成員が十分理解し共有できているか。

2)行動の段階 (DO)

① 計画に基づく具体的な下位目標の設定がなされているか。

② 組織・個人レベルで、それぞれの下位目標が明確にされているか。

③ 下位目標に基づいて着実な活動が実行・展開されているか。

④ 目標に向けた構成員の活動を動機づける工夫が行われているか。

3) 点検・評価の段階 (CHECK)

① 活動実態について絶えず点検・評価が行われているか。

② 客観的なデータや資料を基に点検・評価が行われているか。

③ 方針・目標・計画との照合という観点から点検・評価が行われているか。

④ 点検・評価の信頼性・妥当性を高める工夫がなされているか。

4)調整・改善の段階 (ACTION)

① 点検・評価結果をもとに、方針・目標を見直し、計画・方法に必要な改善方

策が講じられているか。

② 改善すべき点が、方針・目標の設定の仕方にあるのか、計画・方法に起因す

るのか、あるいは、活動実施上の問題なのかについて、適切に整理され分析さ

れているか。

③ 点検・評価によって明らかになった問題点や不具合を適切に処理しているか。

④ 点検・評価結果を改革・改善に繋げるための手順と方法が定められているか。

5) 質の向上に向けた努力を可能にする管理運営システムの整備 (SYSTEM)

① 質の向上は大学の責務であるとしづ意識が浸透しているかD

② 教育目標の確実な実現を目指した管理運営システムになっているか。

③ 質保証に向けた役害Ijと責任を明確にした管理運営システムになって

し、るカh。

④ 継続的な質の向上を可能にする管理運営システムになっているか。



|参考資料: 1 -21 

3 新たな大学評価システムの概要

( 1 )大学評価の目的

本協会は、以下の 2点を目的に大学評価を実施します。

1 )本協会が定める大学基準に基づき大学の諸側面を包括的に評価することを通じて、

大学の教育研究活動等の質を社会に対し保証すること。

2)大学評価の結果の提示並びにその後の改善報告書の提出及びその検討というアフ

ターケアを通じて、申請大学に設置される学部・研究科等を含む大学全体の改善

を継続的に支援すること。

特に、社会に対して保証する「大学の質Jについては、申請大学が自身の掲げる理

念・目的の達成に向けた活動を行っていること また、自己点検・評価体制を整備し、

これを確実に機能させ、適切・妥当な自己点検・評価活動を実施し、その結果が改革・

改善に着実に連動していること、すなわち自己改善を進めるシステムが機能している

かどうかを重視します。

(2 )大学評価の特質

本協会が実施する大学評価には、以下のような特徴があります。

1 )大学内に構築される質保証システムの有効性に着目した評価

大学の質保証の第一義的責任は大学にあります。したがって、大学は、教育研究

を中心とする大学の諸活動について、自己点検・評価を通じて、適切な水準を維持

し、質の向上を図っていくことが求められます。

本協会の新たな大学評価では、こうした質保証のためのシステムが十全に構築さ

れ有効に機能しているかどうかを重視します。

2) 自己改善機能を重視した評価

本協会が要請する自己点検・評価では、教員・教員組織、教育内容・方法・成果、

学生の受け入れ、学生支援、教育研究等環境、管理運営・財務など 10基準について、

現状を把握し、それを分析・評価して問題点や長所を洗い出し、問題点については

その改善策を、長所についてはさらに伸張させるための方策を導き出すよう求めて

います。こうした自己点検・評価方式を通じて、大学が自律的に改善・改革に取り

組める評価、すなわち自己改善機能を重視した評価を実施しています。

3) 理念・目的・教育目標の達成度を重視した評価

本協会の大学評価は、大学に共通して求められる学校教育法や大学設置基準等の
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法令要件が遵守されているかどうかの評価(基盤評価)を行った上で、理念・自的・

教育目標を達成するために大学がどのような努力を払っているか、それがどの程度

達成されているかという観点から評価を行います(達成度評価)。

4) 改善報告書の評価

本協会の大学評価は 7年周期を原則としていますが、その中間時点で、直近の大

学評価で問題点として指摘された事項の改善状況について評価を行し、ます。具体的

には、本協会が提示した評価結果(努力課題及び改善勧告)に対して評価周期の中

間時点にあたる 3年後にその改善状況の報告を求め、改善がなされているか、改善

に向けた努力が見られるかという観点から評価を行います。評価の結果、さらに改

善が必要であればその旨を指摘し、次の大学評価の際にその改善状況の報告を求め

ます。

こうした評価のサイクルを通じて、本協会は大学の改善・向上のための支援を継

続的に行っています。

5) ピア・レビューの重視

本協会の大学評価は上記のとおりさまざまな特徴を持っていますが、これらの評

価を実際に行う評価者は正会員大学の教職員を中心に構成されています。これは、

大学の教育・研究活動に直接責任を負っている大学教職員が専門的な知見・識見を駆

使することで、的確な評価を行うことを可能とするという立場をとっているからで

す。その一方で、評価の中核となる委員会には、評価の透明性を確保する必要性な

どから大学教職員以外の外部有識者を委員に配して評価を実施しています。

(3 )大学評価の基準一大学基準ー

本協会の大学評価のための評価基準は、大学基準([資料 1J)です。したがって、

本協会の大学評価では、評価を申請した大学がこれらの基準に適合しているかどうか

を判定することになります。

この大学基準の各基準及びその解説は、「それぞれの大学の特徴や立場を尊重しその

改善・向上を促すという観点に立って、各大学の理念・目的を踏まえて、大学のある

べき姿を追求するための留意点を明らかにすることに主眼」を置いています。

評価を申請する大学は、この大学基準の趣旨・内容を理解し、これに十分留意し対

応しながら、自己点検・評価活動を進めていくことが重要です。

また、評価に従事する主査・委員は、申請大学が適切な水準を保持しているかどう

かを検証するとともに、大学が掲げる理念・目的・教育目標の実現の状況や実現に向
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けた努力の状況などを、点検・評価項目に示される大学の教育・研究を中心とした活

動の諸側面を評価しますD

大学基準は、次の 10の基準で構成されています。

基準 1 理念・目的

大学は、その理念に基づき、人材育成の目的、その他の教育研究上の目的を

適切に設定し、公表しなければならない。

基準 2 教育研究組織

大学は、その理念・目的を踏まえて、適切な教育研究組織を整備しなければ

ならない。

基準 3 教員・教員組織

大学は、その理念・目的を実現するために、求める教員像や教員組織の編制

方針を明確にし、それに基づく教員組織を整備しなければならない。

基準 4 教育内容・方法・成果

大学は、その理念・目的を実現するために、教育目標を定め、それに基づき

学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を明示しなければならない。ま

た、こうした方針に則して、十分な教育上の成果を上げるための教育内容と方

法を整備・充実させ、学位授与を適切に行わなければならない。

基準 5 学生の受け入れ

大学は、その理念・目的を実現するために、学生の受け入れ方針を明示し、

その方針に沿って公正な受け入れを行わなければならない。

基準 6 学生支援

大学は、学生が学修に専念できるよう、修学支援、生活支援および進路支援

を適切に行わなければならない

基準 7 教育研究等環境

大学は、学生の学修ならびに教員による教育研究活動を必要かっ十分に行え

るよう、学習環境や教育研究環境を整備し、これを適切に管理運営しなければ

ならない。

基準 8 社会連携・社会貢献

大学は、社会との連携と協力に配慮、し、教育研究の成果を広く社会に還元し

なければならない。

基準 9 管理運営・財務

大学は、その機能を円滑かっ十分に発揮するために、明文化された規定に基
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づき適切な管理運営を行わなければならない。また、教育研究を支援しそれを

維持・向上させるために、適切な事務組織を設置するとともに、必要かっ十分

な財政的基盤を確立し、財務を適切に行わなければならない。

基準 10 内部質保証

大学は、その理念・目的を実現するために、教育の質を保証する制度を整備

し、定期的に点検・評価を行い、大学の現況を公表しなければならない。

なお、大学基準の解説については、「大学基準およびその解説J( [資料 1J) を参照

してください。

(4 )評価項目と評価の視点

本協会は、大学が、新しい大学基準に適合しているかどうかを検証するために、評

価基準ごとに評価の対象となる複数の評価項目を設定しました([資料 2])。今回改定

した評価項目は、従来の点検・評価項目を精選化し大幅に縮減して、包括的、基本的

な内容のものとしています。

評価項目の特徴としては、 10基準のうち「理念・目的J及び「教育研究組織」を除

く8基準に構成される評価項目(i10. 内部質保証」では評価の視点)において、方針

の明確化を求めています。具体的には、教員組織の編成方針、学位授与方針、教育課

程の編成・実施方針などです。

また、評価項目のもとに評価の視点を示していますが、これは、点検・評価のため

の手掛かりや根拠となるものです。また、どのような視点から評価項目が評価される

かについて、関係者間の共通理解を図るためのものでもあります。

なお、評価の視点については、すべて採用するか、または一部を採用するかは、大

学の裁量に委ねます。また、示されている評価の視点以外に大学固有の評価の視点を

設定することは、それが評価項目を評価するに際して客観的な論拠となるものであれ

ば、一向に差し支えありません。
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|参考資料: 1 -3 I 

E 大学による自己点検・評価

1 大学基準協会が要請する自己点検・評価

大学基準協会が要請する自己点検・評価とは、教育研究等の大学の活動全般を的確に

点検・評価するだけではなく、その結果が改革・改善に繋がるものでなければなりませ

ん。自主・自律を標楊する大学に相応しく、自らの発展に確実に資するような有用性の

高い自己点検・評価を求めています。

( 1 )自己点検・評価の意義

自己点検・評価には、大きく分けると 3つの機能的側面があります。

第 1は、公共性の高い高等教育機関としての責務である対社会的な説明責任を果た

すとしづ側面です口このことは、学校教育法第 109条第 1項によって、「当該大学の教

育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行

い、その結果を公表する」ことが定められています。大学が日常的に行っている高等

教育の実施や教育課程の編成、単位認定や学位授与などは、大学が国から負託させた

権限であり、権限をもっ機関の義務として、自らの活動について相応の説明責任が課

せられているのです。

第 2は、認証評価のための基礎的情報を提供するという側面です。「当該大学の教育

研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の認証を受

けたもの(以下、「認証評価機関Jと呼ぶ)による評価(以下、「認証評価」と呼ぶ)

を受けるJ(学校教育法第 109条第 2項)ことが求められていますD この認証評価制度

は、第三者の評価によって大学の質を保証しようというものですが、各大学が行う自

己点検・評価が認証評価の基礎になっていることは言うまでもありません。認証評価

が「質保証の機能Jを果たすためには、その基となる当該大学の自己点検・評価が適

切に行われていることが不可欠な要件なのです。

第 3は、大学が教育研究活動の活性化と質の向上に向けて発展するために、継続的

な改革・改善に必要な情報を得るとしヴ側面です。自主性・自律性を掲げる大学は、

現状に甘えることなく、絶えず自己改革を行う必要があります。そのためには、現状

を的確に把握し、それを目指すべき方向と照合し、伸長すべき点や解決すべき点を確

認し、実現可能・実行可能な改善計画を立て、構成員が一丸となって実現に向けて努

力することが求められています。本来の自己点検・評価とは、対社会的な責務でも、
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認証評価に対応するためだけのものではありません。大学自らの意思と責任で、より

良い大学を創生するための重要な手段なのです。

(2 )自己点検・評価体制の構築

適切な自己点検・評価を実施するための恒常的な組織を整備し、それが十分機能す

るためには、次の諸点に留意する必要があります。

1 )自己点検・評価のための学内組織の設置

自己点検・評価の対象が大学の諸活動全般に及ぶことから考えると、全学組織の

みならず、学部・研究科といった部局ごとに自己点検・評価を行うための組織が必

要で、しかも、全学組織と有機的に連携できる体制の構築が求められます。そのた

めには、学内規程を整備し それぞれの組織が担うべき役割を明確にしておくこと

が重要です。また、自己点検・評価結果を改革・改善に繋げるマネジメントに反映

できるよう、既存の組織との関係を規程化し、そのことを構成員が十分理解してお

くことが大切です。

2) 自己点検・評価のための前提条件の整備

適切な自己点検・評価を実施するためには、「構成員が合意している目標や計画

があること」と、「評価方法についての技術的な課題がクリアされていること」が前

提となります。自己点検・評価は、活動実態を的確に把握できる情報の収集・管理

に加え、客観的な根拠を基に第三者的な視点から評価するための評価者の訓練が条

件です。質の高い自己点検・評価を行うためには、組織の整備とともに評価訓練を

受けた見識ある人材の配置が重要です。

3) 学内情報のデータベース化の推進

自己点検・評価のためには、大学の諸活動や現状把握についてのデータを計画

的・継続的に収集し、これらを体系的に整理し、検索・分析・加工などの情報処理

を効率的に行えるよう管理しておくことが重要です。このような学内情報のデータ

ベースの整備が行われていれば、定期的にデータを入力するだけで、現況の理解、

問題点や課題の抽出など必要な情報を適切に得ることができます。

4) 自己点検・評価結果の活用

自己点検・評価が形骸化されないためにも、評価結果の活用について、学内合意

を形成しておく必要があります。点検・評価をしても、それが大学の改善・改革に

繋がらなければ、構成員は徒労感に陥るだけです。自己点検・評価を大学マネジメ

ントの一環に正しく組み込み、経営戦略や改善計画の策定に活かす体制を構築する
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必要があります。

5) 外部評価の有効利用

自己点検・評価の信頼性と妥当性を高めるために、必要に応じて外部評価を受け

ることが推奨されます。自己点検・評価の過程で同窓生や外部有識者の意見を積極

的に聴取したり、専門分野の評価を関連する学協会に依頼したり、大学問で相互的

に評価し合う方法などが考えられます。自己点検・評価とは、自分たちだけの閉じ

た点検・評価という意味ではありません。大学自らの裁量と判断によって、主体的

に行う総合的な点検・評価活動なのです。

( 3 )自己点検・評価の実施方法

自己点検・評価の実施方法については、決められた方法や手順があるわけではあり

ません。ここでは参考までに、自己点検・評価の目的である「対社会的な説明責任」

「質保証のための自己証明Ji改革・改善の推進j という観点から、本協会が考えてい

る一連の流れを示しておきます。

1 )到達目標の明確化

点検・評価の基準になるものは、各大学が掲げる到達目標であり、それがどの程

度達成されているかという点を評価するのが基本です口そのためには、学位授与方

針や教育課程の編制・実施方針などの各種方針を掲げて、それに基づいて具体化し

た到達目標を設定することが肝心です。目標に向けた構成員の活動を促すためには、

より焦点化した下位目標の設定や、到達時期の明示など、目標の到達に向けた具体

的な計画を明らかにする必要があります。

2) 到達目標の妥当性の吟味

到達目標は、夢や希望ではなく、構成員の努力によって到達可能な目標でなけれ

ばなりません。目標として掲げることが妥当であるかどうかは、現有している人的・

物的・資金的資源や大学の置かれている諸条件と深い関係があります。そのような

視点から、到達目標の実現可能性について、組織レベル・個人レベルで、検討するこ

とが重要です。

3 )評価方針及び評価項目の決定

どのような方針・計画・手順・方法で評価作業を行うのかを決め、その上で、具

体的な評価項目を設定することが大切です。その際に参考になるのが、大学の質を

保証するために定めている評価基準と評価項目です。しかし、それだけに留まる必

要はありません。各大学の個性や特色を適切に評価できる項目を設定する工夫を期
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待したいと思います。

4)評価項目に対応する評価指標の確定

評価項目について適切な評価を行うためには、評価項目に対応する評価指標を決

めることが重要ですD この評価指標がデータ収集の具体的な対象となるからです。

しかし、大学の諸活動の指標には、定量的な評価指標のみならず、定性的な評価指

標も重要視しなければなりません。とりわけ、教育成果の指標の開発は、自己点検・

評価の充実を図る上でも重要な課題です。

5)評価指標を基にした現況の把握

評価指標が決まったら、それに対応するデータを体系的に収集し、大学の現況を

客観的に把握することが求められます。評価指標が多岐に亘る場合には、それらを

評価基準ごとに整理したり、指標間の関連を構造化したりして、現況が分かりやす

いように整理することが必要でしょう。場合によっては、標準得点化を試み、各評

価基準の比較ができるようにするのも現状を簡潔に知る上では有効です。

6)現況と到達目標との照合

自己点検・評価の自己点検とは、現況を到達目標と照合することであり、目標と

現況の差異分析をすることです。目標が明確でなければ自己点検ができないと言わ

れているのはそのためです。目標に対して現状がどの程度の到達段階にあるのか、

また、不十分な到達段階にあるのは、何が原因と考えられるのかなどの原因分析を

試みるのも、自己点検の重要なポイントです。

7)現況に対する自己評価

自己点検が終わったら、それを自己評価することが大切です。現況について自ら

どう評価するのか 十分で、あると見なすのか、不十分で改善の余地があると判断す

るのか、そのように判断する根拠は何かなどを、自ら指摘するのが自己評価といわ

れる段階です。この自己評価には価値判断が伴うため、外部評価を活用したり、各

種のベンチマークを参照したりして、自己評価の妥当性を証明することが求められ

ます。

8) 自己長検・評価に基づく改善計画の策定

点検・評価報告書は、活動実態報告書に留まらず、改善行動計画書としての意味

が含まれている必要があります。どのような点を改善する必要があるのか、改善内

容の緊急度や重要度をどのように考えているのか、どの程度の資源を投入すれば改

善が可能になると考えるのか、改善に向けた計画や手順はどうすればよいのかなど、

実行性のある改善計画を策定することが望まれます口
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9) 改善計画の実現に向けた方策

計画を実行するためには、構成員の改善に向けた動機づけを高める必要がありま

す。現況についての共通理解、改善計画についての合意形成、実行過程のフィード

バック、組織レベルでの計画と個人レベルの活動との関連づけ、努力に見合うイン

センティブの供与など、構成員の大学に対するアイデンティティと自己関与を高め

る工夫が必要です。
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3・2-2 卒業生の進路状況
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3・2・4 国際的、圏内的に評価される人材の輩出状況
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履修指導)
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3・2・14 科目等履修生等に対する教育指導上の配慮

教育政善への組織的な取り組み)

3-2・15 学生の学修の活性化と教育指導方法の改善.

3・2・16 シラパスの作成と活用

3-2・17 学生による授業評価の活用

3・2・18 FD活動に対する組織的取り組み

3-2・19 学生満足度調査

3・2・20 卒業生に評価させる仕組み

3・2・21 雇用主による卒業生の実績を評価させる仕組み
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3・2・23 授業形態と授業方法の適切性、妥当性、有効性

3-2・24 マルチメディアを活用した教育

3-3 国内外における教育研究交流

3・3-1 国際化への対応と国際交流の推進に関する基本方針
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5・1・5 入学者選抜試験実施体制の適切性
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5・1・8 各年の入試問題を検証する仕組み.
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5・1・13 高校生に対して行う情報伝達の適切性
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科目等履修生・聴講生等)

5・1-15 科目等履修生等の受け入れ方針・要件の適切性と明確性

定員管理)

5・ト16 定員管理

(編入学者、退学者)

5-1-17 退学者の状況と退学理由の把握状況

5・1・18 編入学生及び転科・転部学生の状況

5・2 大学院工学研究科

5・2・l 工学研究科における学生の受け入れ

5・2・2 科目等履修生、研究生等の受け入れ方針・要件
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6-1 大学・学部

(教員組織)

6・1・1 学部・学科等の理念・目的、教育課程、学生数との関係における教員組織の適切性

6-1・2 主要な授業科目への専任教員の配置状況

6・ト3 教員組織における専任、兼任の比率の適切性

6・1・4 教員組織の年齢構成の適切性
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6・1-6 教員組織における社会人の受け入れ状況

6・1・7 教員組織における外国人研究者の受け入れ状況

6・1-8 教員組織における女性教員の占める割合

教育研究支援職員)

6・1-9 実験・実習を伴う教育等を実施するための人的補助体制と人員配置

6・1・10 教員と教育研究支援職員との問の連携・協力関係

6・1・11 ティーチング・アシスタントの制度化と活用

教員の募集・任免・昇格に対する基準・手続き)

6・1・12 教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続

6・1・13 教員選考基準と手続の明確化

6・1・14 教員選考手続における公募制の導入
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6・2・4 教員の教育活動及び研究活動の評価の実施状況

大学院と教育研究組織・機関との関係)

6・2・5 学内外の大学院と学部、研究所等との人的交流
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7-1 研究活動
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7・1・3 特筆すべき研究分野での研究活動状況

(研究における国際連携)
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8・2 大学院

(施設・整備等の整備)

8・2・1 大学院工学研究科の施設・設備等諸条件の整備状況の適切性
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1 .技術者教育の認定制度について

1-1 技術者教育の認定制度とは

技術者教育の認定制度とは、高等教育機関における技術者教育のプログラムに対して、第三者

の認定機関によって、その機関が設定・公表している一定の基準をもとに、確実、公平かつ公正

に審査し、適格であるプログラム、すなわち図 1・1に示す教育の PDCAサイクルを着実に実施し

ているプログラムを認定し、認定されたプログラムを社会に公表することにより、そのプログラ

ムの修了生が学習・教育目標の達成者であることを社会に知らせる制度を意味します。

認定制度の認定の目的

J 教育の質保証(認定されたプログラムを公表し、そのプログラムでは教育の質

を維持・向上させ、かつ学習・教育目標を達成した学生のみを卒業させている

ことを社会に知らせること)を行う。

J 優れた教育方法の導入を促進し、技術者教育を継続的に発展させる。

J 技術者教育の評価方法を発展させる。

J 技術者教育の評価に関する専門家を育成する。

J 教育活動に対する組織の責任と教員個人の役割を明確にするo

J 教員の教育に対する貢献の評価を推進する。

技術者教育とは、以下に示すような技術者として身につけていなければならない専門職的素養

を、社会の要請する水準以上で、卒業時点までに学生に身につけさせる学士課程の教育を意味し、

技術者の基礎教育ともいいます。

1) 技術者の専門分野として必要な原理・原則の深い知識と応用力

2) 幅広い視野のための関連専門分野に関する知識と対話可能な認識

3) 効果的にコミュニケーシヨンできる能力、効果的に仕事ができるチームワーク力、技術者

倫理の自覚、人文社会科学的知見など

学習・教育目標とは、プログラム側がその理念・使命・目的・伝統・個性を活かして、社会の

期待・学生の希望・雇用者の要求・産業界のニーズ等を考慮し、認定機関によって設定・公表さ

れている一定の基準を満たす範囲で、独自に設定し保証する「卒業時点までの学習の成果として、

学生に身につけさせる専門職的素養(社会の要請する水準以上での知識・能力・素養等)を具体

的に書きおろしたものJで、それらの達成を評価・判定できる評価指標を意味します。ここに、

その書きおろしたものをアウトカムズといい、そのアウトカムズを身につけ、実社会での 2・3

年の実務経験を経て、身につけることが期待される専門職的素養を広めに書いたものを、教育目

標あるいは教育目的という場合もあります。

認定プログラムを修了した学生は、そのプログラムの修了生であるという意味で質保証されま
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す。学生が、技術者教育で、深い専門知識と広い教養を身につけ、知識力・応用力及び人間力を

展開させ、自主的・継続的に学習できる能力を磨こうと志しているときに、それに応えるべく、

優れた技術者教育のプログラムを提供する高等教育機関を対象とする認定審査制度は、学生にと

っても、修了生の受け入れ先である産業界にとっても、また広く社会にとっても、重要な意義が

あります。

Plan D 
F|蒜AZ11

∞卜育改善 l::の実施|∞

も|達…
什
U

Plan: プログラムが保証する適切な学習・教育目標が設定されているか

Do: プログラムは、自己点検書や学則、シラパス、パンフレット等の記載通

りに実施されているか

Check: プログラム修了生の全員が認定された学習・教育目標を達成しているか

Act: 教育の継続的改善システムが機能しているか

図 1-1 教育の PDCAサイクル

1-2 r工学教育j から「技術者教育Jへのパラダイムシフト

産業界が将来技術者となる学生に求める能力としては、社会ニーズに適合した深い専門知識と

応用力をはじめとして、主体的な行動力、自己責任の自覚、諸外国との相互理解を深めることの

できる教養、他国籍や他分野の技術者と協働して活躍できるコミュニケーション能力など、多岐

にわたる要求があります。そのためそれらの専門職的素養を学生に身につけさせる国際的に通用

する技術者教育が強く求められています。

産業界での技術開発で直面する諸問題の解決には、概念化力、構想化力、計画力、課題設定力

(定式化力)、課題解決力(解析力)、課題把握力、調査・研究力、モデリングとシミュレーショ

-3 



ンカ、実験力、デザイン力、実践力などの能力を発揮することができる技術者が渇望されていま

す。

米国における認定機関の ABET(Accreditation Board of Engineering and Technology)は、

1932年に学協会が集まって設立された組織です。 1990年代初め頃から、 4年制大学工学部での

各工学科の工学教育のプログラムの卒業生が身につけている能力やスキルと産業界のニーズとの

ミスマッチが問題化されるようになり、 ABETでは工学教育の内容の改革・改善を促すため、プ

ログラムの適格認定のための基準ならびに認定・審査のあり方について検討されました。その結

果、工学教育フログラムに対してそれまで長年続けられてきたカリキュラム・教員資格・授業時

間・教育環境・財政などを重視した「何が教えられるか (whatis taught)Jの評価ではなく、

1)産業界のニーズを踏まえ、

2)明確な教育目標を設定し、

3)アウトカムズが実際に身についたかを根拠となる資料等で、整理・分析し、

4)教育目標の達成度評価を行い、

5)継続的な教育改善を促進する

ことを重視した「何が学習されているか (whatis learned)Jの評価が重要であるとの結論に達し

ました。

「学生と卒業生の質と活動に視点を置き、技術者教育のフログラム共通に満たすことを求める

基準指定のアウトカムズ項目、並びにそれに加えたプログラム独自の設定アウトカムズ項目をす

べて卒業時点で学生が実際に身につけているかどうかの根拠となる資料で整理・分析し、評価し、

教育目標を達成した学生のみを卒業させるとともに、継続的な教育改善を促すものJ(なお、 ABET

では、アウトカムズと教育目標を分けて用いている)となっています。それは、まさに、それま

での「工学教育Jの意味での engineeringeducationから「技術者教育」の意味での englneenng

educationへのパラダイムシフトを導くものとなっています。また、それらのアウトカムズを含

め、技術者として備えていなければならない素養を身につけさせるための授業としては、以下の

内容をあげ、それぞれを身に付けさせるに必要な授業量を指定しています。

1) 専門分野に関係する数学と自然科学

2) 専門分野に関係するエンジニアリング・サイエンスとエンジニアリング・デザインの内容

3) 補完的な学習(人文社会科学、マネージメント、エンジニアリング・エコノミックス等)

ここで、「エンジニアリング・サイエンス」とは、数学と自然科学の創造的応用で組み立てられ

た専門的科学技術(数学的・数値解析的技術や技法、モデリングとシミュレーション、実験方法

の利用、電気回路、電子回路、自動制御、材料力学、熱力学、流体力学、情報処理基礎(プログ

ラム言語、データ構造とアルゴリズム、ソフトウエア設計など)の総称を意味しています。

また、「エンジニアリング・デザインJとは数学、自然科学、エンジニアリング・サイエンスと

補完的な学習の成果を集約し、社会的ニーズに合ったハードウエアやソフトウエアを含む、デバ

イス、プロセス、システム、方法などの人工物を工夫することで、分野によって異なる経済、環

境、社会、政治、倫理、健康と安全、製造性、ならびに持続性のような現実的制約のもと行われ

る創造的・協働的でオーフンエンドなフロセス、を意味します。
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|参考資料:4 -1 I 

1 . はじめに

本学では、受審済みの JABEE教育プログラムの充実や新規に受審する教育プログラムの整

備などを推進する組織として、 2007年 10月に JABEE推進室を設置しました。その後、全学

的な視野のもとに様々な教育改善活動を継続していくことを目的に、 2009年 4月に教育開発

センターを、 2010年 4月に教育開発課を設置しました。

現在は教育開発課 JABEE担当が窓口となり、 JABEE認定教育プログラムに関わる授業を

担当される先生方に、成績評価報告書および授業改善計画・報告書のご提出を依頼しておりま

す。

先生方におかれましては、本書をご一読いただき、授業運営や上記の報告書の作成にお役立

てくださいますようお願いします。

また、本書は今後も継続的に改善していきたいと考えております。お気づきの点がございま

したら、教育開発課JABEE担当までご連絡ください。

1.1 本書の概要

本書は、 JABEEの要求事項に対応した授業運営や成績評価、報告書の作成方法等について

説明し、JABEE認定教育プログラムに関わる先生方に情報提供することを目的としています。

機械工学エネルギー・デザインプログラム(機械工学科)、機械システム基礎壬学プログラ

ム(機械システム工学科)、および国際工学プログラム(機械創造工学科)は、 JABEE(日本

技術者教育認定機構)の認定を受けた技術者教育プログラムです。これら教育プログラムは継

続的に審査を受け、シラパスが教育プログラムの学習・教育目標と対応しているかどうか、成

績評価がシラパスに記述された評価方法どおりに行われているかどうかなどについて厳密に

審査されます。審査に際しては、成績評価報告書および授業改善計画・報告書が重要な資料と

なります白このため、これらの教育プログラムの授業を担当される先生方には、シラパスに上

記の各教育プログラムとの対応について明示していただくことなどが必要とな砂ます。

成績評価報告書は、各々の授業と教育プログラムの学習・教育目標との対応、およびその達

成を証明するための書類です。成績評価報告書は JABEE資料室に置かれ、教職員が閲覧でき

ます。授業改善計画・報告書は、教育プログラムの継続的改善に資するための書類で、機械系

学科事務室に置かれ、学生も含め教育プログラム関係者全員が閲覧できます。



1.2 授業全体の流れについて

・授業準備……シラパスの作成、授業改善計画の策定など。特に、シラパスには JABEE認

定教育プログラムのために追加して記載していただく項目があります。

・授業運営・・・…試験やレポートおよび演習課題など、成績評価の根拠となる資料を保管して

いただきます。新宿校舎 12階講師室内、および八王子校舎 1号館 1F講師室前に答案保

存システム装置を設置しておりますので、資料の保管に適宜ご利用ください。

・授業期間終了後……シラパスに記述された方法に従って、成績を評価してください。また、

成績評価報告書および授業改善計画・報告書を作成し、提出期限までにご提出ください。
~ 

提出される資料の選定については、本書 14.1. 5 目標達成根拠資料の用意J(18'"'-'21p)を

ご覧ください。また、オフィスアワー記録や授業アンケート集計表もご提出願います。

JABEE認定プログラムに関連する授業を担当し、かつ成績評価報告書および

授業改善計画・報告書の提出が必要とされる先生方には、前期終了科目について

は7月頃、後期終了科目については 2月頃、教育開発課 JABEE担当より文書にて

個別に提出を依頼します。 提出期限等の詳細につきましては、その際にお知ら

せします。
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|参考資料:4-21 
(様式 2-2)

工学院大学 工学科授業改善計画・報告書 (20 年度)

科目: (履修コード ) 

学科: 工学科(一一一年生前期・後期・通年・特週)

担当教員: (教職員番号 ) 

履修人数: 人

改善僻値
.. 

次年度改善に向けての分析

. 
分析

改善評価

解偏己自

次年度改善に向けての分析

析分

[授業改善計画・報告書]
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|参考資料:51 
[2010年度包本技術者教育認定基準〕

日本技術者教育認定基準

この認定基準は、高等教育機関において技術者の基礎教育を行っているプログラムを認

定するために定めるものである。認定を希望するプログラムは、以下に示す基準 1ー6およ

び補則をすべて満たしていることを根拠となる資料等で説明しなければならない。なお、

ここでいう技術者とは、研究開発を含む広い意味での技術の専門職に携わる者である。

基準 1学習・教育目標の設定と公開

(1)自立した技術者の育成を目的として、下記の(a)ー (h)の各内容を具体化したプログラ

ム独自の学習・教育目標が設定され、広く学内外に公開されていること。また、それ

が当該プログラムに関わる教員および学生に周知されていること。

(a)地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養

(b)技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して負っている責

任に関する理解(技術者倫理)

(c)数学、自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力

(d)該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力

(e)種々の科学、技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力

(f)日本語による論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力およ

ぴ国際的に通用するコミュニケーション基礎能力

(g)自主的、継続的に学習できる能力

(h)与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力

(2)学習・教育目標は、プログラムの伝統、資源および卒業生の活躍分野等を考慮し、ま

た、社会の要求や学生の要望にも配慮したものであること。

基準 2学習・教育の量

(1)プログラムは 4年間に相当する学習・教育で構成され、 124単位以上を取得し、学士

の学位を得た者を修了生としていること。

(2)プログラムは修了に必要な授業時間(授業科目に割り当てられている時間)として、

総計 1，600時間以上を有していること。その中には、人文科学、社会科学等(語学教

育を含む)の授業 250時間以上、数学、自然科学、情報技術の授業 250時間以上、お

よび専門分野の授業 900時間以上を含んでいること。

(3)プログラムは学生の主体的な学習を促し、十分な自己学習時間を確保するための取り

組みを行っていること。



基準 3教育手段

3. 1教育方法

[2010年度日本按続誉教育認定基準]

(1)学生がプログラムの学習・教育目標を達成できるように、教育課程(カリキュラム)

が設計され、当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。カリキ

ュラムでは、各科目とプログラムの学習・教育目標との対応関係、が明確に示されてい

ること。

(2)カリキュラムの設計に基づいて、科目の授業計画書(シラパス)が作成され、当該プ

ログラムに関わる教員および学生に開示されていること。また、それに従って教育が

行われていること。シラパスでは、それぞれの科目ごとに、カリキュラム中での位置

付けが明らかにされ、その教育の内容・方法、達成目標、成績の評価方法・評価基準

が示されていること。また、シラパスあるいはその関連文書によって、授業時間が示

されていること。

(3)学生自身にもプログラムの学習・教育目標に対する自分自身の達成状況を継続的に点

検させ、その学習に反映させていること。

3. 2教育組織

(1)カリキュラムを適切な教育方法によって展開し、教育成果をあげる能力をもった十分

な数の教員と教育支援体制が存在していること。

(2)カリキュラムに設定された科目聞の連携を密にし、教育効果を上げ、改善するための

教員関連絡ネットワーク組織があり、それに基づく活動が行われていること。

(3)教員の質的向上を図る仕組み(ファカルティ・ディベロップメント)があり、当該プ

ログラムに関わる教員に開示されていること。また、それに従った活動が行われてい

ること。

(4)教員の教育活動を評価する方法が定められ、当該プログラムに関わる教員に開示され

ていること。また、その方法に従って評価が行われていること。

3.3入学、学生受け入れおよび移籍の方法

(1)プログラムの学習・教育目標を達成できるように設計されたカリキュラムの履修に必

要な資質を持った学生を入学させるための具体的な方法が定められ、学内外に開示さ

れていること。また、それに従って選抜が行われていること。

(2)プログラム履修生を共通教育等の後に決める場合には、その具体的方法が定められ、

当該プロ.グラムに関わる教員および学生に開示されていること。また、それに従って

履修生の決定が行われていること。

(3)学生をプログラム履修生として編入させる場合には、その具体的な方法が定められ、

学内外に開示されていること。また、それに従って履修生の編入が行われていること。

(4)プログラム履修生の移籍を認める場合には、その具体的方法が定められ、当該プログ
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[2010年度B本技術者教育認定基準]

ラムに関わる教員および学生に開示されていること。また、それに従って履修生の移

籍が行われていること。

基準 4教育環境・学生支援

4. 1施設、設備

プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な教室、実験室、演習室、図書室、

情報関連設備、自習・休憩施設および食堂等が整備されていること。

4.2財源

プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な施設、設備を整備し、維持・運用

するために必要な財源確保への取り組みが行われていること。

4.3学生への支撮体制

教育環境および学習支援に関して、授業等での学生の理解を助け、学生の勉学意欲を増

進し、学生の要望にも配慮する仕組みがあり、それが当該プログラムに関わる教員、職

員および学生に開示されていること。また、それに従った活動が行われていること。

基準 5学習・教育目標の達成

(1)シラパスに定められた評価方法と評価基準に従って、科目ごとの目標に対する達成度

が評価されていること。

(2)学生が他の高等教育機関等で取得した単位に関して、その評価方法が定められ、それ

に従って単位認定が行われていること。編入生等が編入前に取得した単位に関しても、

その評価方法が定められ、それに従って単位認定が行われていること。

(3)プログラムの各学習・教育目標に対する達成度を総合的に評価する方法と評価基準が

定められ、それに従って評価が行われていること。

(4)修了生全員がプログラムのすべての学習・教育目標を達成していること。

基準 6教育改善

6. 1教育点検

(1)学習・教育目標の達成状況に関する評価結果等に基づき、基準 1-5に則してプログ

ラムの教育活動を点検する仕組みがあり、それが当該プログラムに関わる教員に開示

されていること。また、それに関する活動が行われていること。

(2)その仕組みは、社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みを含み、また、仕組み自

体の機能も点検できるように構成されていること。

(3)その仕組みを構成する会議や委員会等の記録を当該プログラムに関わる教員が閲覧で

きること。
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[2010年度目本設術者教育認定基準]

6. 2継続的改善

教育点検の結果に基づき、基準 1-6に則してプログラムの教育活動を継続的に改善す

る仕組みがあり、それに関する活動が行われていること。

補則分野別要件

分野別要件は、当該分野のプログラムに認定基準を適用する際の補足事項を定めたもの

である。ただし、分野別要件が補足するのは、主として、学習・教育目標に関するもの

(基準 1(1) (d)等)と教員(団)に関するもの(基準 3.3 (1)等)である。
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を
常
に
行
う
こ
と
が
必

要
で
す
。
本
学
で
は
よ
の
留
で
示
す

P
D
C
A
サ
イ
ク
ル

に
よ
り
教
育
故
革
を
進
め
て
い
ま
す
。

学
生

の
更

な
る

学
習

意
欲

向
上

や
不

得
意

科
自

の

学
習

支
媛

な
ど

、
本

学
の

教
育

に
お

け
る

様
々

な
問

題

や
課

題
を

洗
い

出
し

、
そ

の
解

決
方

法
に

つ
い

て
実

現

性
・
実
効
性
の
あ
る
対
策
を
提
案
・
実
施
し
て
い
ま
す
む

後
{
新
轡
教
養
ぎ
の

P
D
C
A
サ
イ
ク
ル

工
学

際
大

学
の

J
A
B
E
E

P
L
A
N
 i計

磁
)

専
門

基
礎

力
、

問
題

解
決

力
、

コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
力
、
創
造
力
、

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
、
技
術
者
倫
理
な

ど
の

能
力

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が

で
き

る
体

系
的

な
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム

ま
編
成 。o

[
実
践
;

多
様

な
入

学
者

の
選

抜

捜
業
:
シ
ラ
パ
ス
、
少
人
数
教
育
、

双
方
向
指
導
、
体
験
型
・
実
務

裂
教

育
、

厳
格

な
評

髄

学
生
サ
ポ
ー
ト
:
導
入
教
湾
、
キ
ャ

リ
ア
教
育
、
被
習
教
育

本
学
の
グ
ロ
ー
バ
ル
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
学
部
機
械
創
造
工
学
科
の

f世
界

で
活

躍
す

る
哀

の
グ
ロ
ー
パ
ル
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
育
成

Jを
目
指
し
た
r
~
練
工
学
プ
ロ
グ
ラ
ム

Jは
、
2
0
0
1
年

度
に
日
本
で
初
め
て

J
A
B
E
E

に
よ
り
認
定
さ
れ
た

3
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
の
一
つ
で
す
。
(
そ

の
後
、

2
0
0
6
年
度
に
認
定
継
続
審
査
を
受
け
、
継
続
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
)

ま
た
、

2
0
0
4

年
度
に
は
工
学
部
機
械
工
学
科
の
「
機
械
工
学
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
デ
ザ
イ
ン
プ

ロ
グ
ラ
ム

j
と

エ
学

部
機

械
シ

ス
テ

ム
エ

学
科

の
f機

械
シ

ス
テ

ム
基

礎
工

学
プ

ロ
グ

ラ
ム

j

が、
J
A
B
E
E認

定
を
受
け
ま
し
た
。
前
者
iま

f専
門

領
域

を
広

い
視

野
で

見
渡

す
実

務
に

強

い
機
械
工
学
設
持
i者

の
膏

成
j
を
、
後
者
は
f機

械
工

学
と

シ
ス

テ
ム

エ
学

の
二

つ
の

分
野

を

融
合
さ
せ
た
領
域
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成

j
を
包
指
し
て
い
ま
す
0
(
2
0
0
9

年
11

月
に

碕
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
も
認
定
継
続
審
査
を
受
け
、
高
い
評
価
を
得
ま
し
た
れ
正
式
に
は

2
0
1
0

佼

S
~
に
、
継
続
認
定
さ
れ
る
見
込
み
で
す
。
)



平
成

2
1
年

度
内

部
監

査
指

摘
事

項
改

善
報

告
書

部
門
:

講
者

援
査
員
の
総
合
所
箆

F
で
か
一
ょ
っ
?
で

ξ
ォ
τ

三
重
蹴
藤
春
ー
さ
;
ヶ
ァ
ー

l
 

髭
査
費
施
日
時

l
 

|
平

成
年

月
日

~
 

被
監
査
部
苛
の
観

今
後
の
留
意
事
項
及
び
~
蕃
提
案

改
善
綿
製

(政
改審
善演
の称
異の
体場
酎合
政は
方
S法E
入・
時不
期艶

監
査
項
自

ゐ
{
来
積
善
窃
場
合
iま
次
翼
iこ
記
入
〉

ゆ 品 ・ 脳 笠 、J -
-
L
 



平
成
21
年
度
内
部
監
査
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

日
程

内
容

備
考

20
09
04
20
 

肉
部
監
査
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
策
定
、
確
箆

総
合
企
画
室
、
内
部
監
査
事
務
局

20
09
04
21
 

理({{Z
31事
})}
監平平
長事成
成に
22.以
11肉年
年下古
度度都
を監依
肉内査
郵卸繍
員監
監懇
査査
陵方
員会
針‘
事出
{お
席務
考
局
え
員
)
の
委
指
蝿
示
状

交
付

2∞
90
50
8 
17
: 
3
0
-
1
9
:
0
0

役
員

監
事
、
内
部
監
査
員
懇
般
会

理
事
会
:
15
 :
00
-1
7
氾
O

ホ
出
席
:
理
事
長
、
監
事
、
新
旧
内
部
監
査
員
、
肉
部
監
査
事
務
局

20
09
06
03
 1
7:
00
-1
8:
30

第
6

内
部
監
査
改
善
計
画
報
告
会

第
1圏

内
部
監
査
員
会

18
 :
30
-1
9:
30

第
6

自民
組

・
平
成
21
年
度
び
監
内
査部

監
査
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て

-
監
査
先
及

方
針
に
つ
い
て

20
09
06
18
 1
7 
:0
0-
18
:0
0

第
3

第
槍2
囲題
内・
部監
監査
査先
員及
会び

監
査
方
針
に
つ
い
て

第
蟻2
囲題
内・
部肉
監由

査
員
会

20
09
07
08
 1
7:
00
-1
8:
00

第
3

部部
監
査
項
目
に
つ
い
て

-
内
監
査
日
程
に
つ
い
て

20
09
07
17
 

肉
部
監
査
実
施
通
知
(
肉
部
監
査
室
長
場
理
事
長
)

20
09
07
21
 

肉
部
監
査
実
施
通
知
(
理
事
長
司
監
査
対
象
各
部
門
)

20
09
07
28
 

内
部
監
査
項
目
及
び
監
査
日
程
通
知
(
内
部
監
査
室
長
司
監
査
対
象
各
部
門
)

20
09
09
01
 
9:
30
-1
1 
:3
0 

役
員

内
部
監
査
実
施
施
般
部
施
段
管
理
課
(
主
担
当
:
樋
口
)

14
: 
0
0
-
1
6
:
0
0

役
員

内
部

監
査

実
施

教
務

部
(
主
担
当
:
八
戸
)

20
09
09
03
 9
: 
3
0
-
1
1
 :
30
 

第
1

内
部

監
査

実
施

学
生

部
(
主
担
当
:
八
戸
)

14
: 
00
-1
6:
 0
0

役
員

内
部
監
査
実
施
総
務
部
総
務
課

(
主
担
当
:
字
国

JI
I)

20
09
09
08
 9
:3
0-
11
 :
30
 

第
2

内
部
監
査
実
施
八
王
子
事
務
部
庶
務
課
・
施
設
部
施
設
繰
(
主
担
当
:
於
保
)

14
:0
0-
16
:0
0

中
高
会
館
室

内
部
監
査
実
施
附
属
中
学
校
・
高
等
学
校

(
主
担
当
:
加
藤
)

20
09
09
09
 -
1
 00
9 

こ
の
問
、
監
査
問
書
作
成

20
09
10
13
 1
7 
:0
0-
18
: 
30
 

第
擁4
囲題
内・
・卸
内肉
監館
鶴査
監監
員査
査会
報報
告告
書に
つの
いま

と
め
に
つ
い
て

て

ゆ 叫 叫 崎 山 立 吋 l N



平
成
21
年
度
内
部
監
査
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
.

日
程

内
容

備
考

20
09
10
14
-1
01
7 

こ
の
問
、
監
査
鯛
書
作
成

20
09
10
27
 1
0:
00
-1
1 
:4
5

第
2

第
蛾5
囲趨
内・
i肉

細
監
査
査
会報
報告
告書
につ
のい
まて
と
め
に
つ
い
て

20
09
10
28
-1
11
7 

こ
の
間
、
肉
部
監
査
報
告
書
作
成

20
09
11
19
 1
3:
00
-1
4:
00

役
員

肉
部
監
査
報
告
会
事
前
打
ち
合
わ
せ

監
査
員
、
事
務
局
で
打
ち
合
せ

.• 

理
事
長
へ
の
報
告
(
肉
部
監
査
室
長
場
理
事
長
)

20
09
11
20
 1
3:
00
-1
4:
00

役
員
応
綾

内
部
監
査
報
告
会
実
施
:
出
席
理
事
長
、

3常
務
、
監
事
、
内
部
監
査
員

*
理
事
長
か
ら
改
善
指
示
を
受
け
る
。

20
09
12
15
 

内
部
監
査
実
施
部
門
に
監
査
結
果
及
び
改
善
指
示
を
通
知
、
改
善
計
画
の
検
討

を
依
頼
(
理
事
長
時
監
査
実
施
部
門
)

20
09
12
16
-2
01
∞
30
3 

こ
の
間
、
被
監
査
榔
門
は
、
改
善
計
画
を
検
討

20
10
03
04
 

改
善
結
果
の
提
出
依
頼
通
知
(
理
事
長
司
監
査
実
施
部
門
)

20
10
03
26
 

改
善
結
果
を
報
告
(
内
部
監
査
室
長
司
理
事
長
)



(2
00
9.
9.
15

財
団

法
人

大
学

基
準

協
S2
]

点
検
・
評
価
項
目

，
 

)
新
し
い

f
大
学
基
準
』
で
は
、
現
行
の
『
大
学
基
準
』
の

15
の
「
評
価
基
準

j
を
10
に
収
触
し
、
こ
れ
ら
を
評
価
の
た
め
の
基
軸
と
す
る
。

2
)

評
価
申
請
大
学
が
、
新
し
い
『
評
価
基
準
』
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
に
、

『
評
価
基
準

j
ご
と
に
評
価
の
対
象
と
な
る
複
数
の
『
評
価
項
目
』
を
設
け
る
。

3
)
 
r評

価
項
目

J
は
評
価
の
対
象
と
な
る
項
目
で
あ
る
。
評
価
申
請
大
学
は
各
「
評
価
基
準
』
に
関
し
、

『
現
状
説
明
→
点
検
・
評
価
→
改
善
」
の
シ
ス
テ
ム
が
円
滑
に
機
能
し
て
い
る
か
を
中
心
に
自
己
点
検
・
評
価

を
行
う
。

4
)
 
r評

価
項
目
』
は
、
包
括
的
・
基
本
的
な
肉
容
の
も
の
と
し
、
従
来
の
『
点
検
・
評
価
項
目

J
と
較
べ
、
評
価
項
目
数
の
大
幅
な
削
減
を
図
っ
て
い
る
。

5
)

そ
れ
ぞ
れ
の
『
評
価
項
目
』
は
、
評
価
申
請
大
学
が
、
適
切
に
自
己
点
検
・
評
価
す
る
た
め
に
、
そ
の
下
に
『
評
価
の
視
点
」
を
示
し
て
い
る
。
ま
た
、
対
応
す
る
法
令
等
も
示
し
て
い
る
。

な
お
、

『
評
価
の
視
点

J
は
、
点
検
・
評
価
の
た
め
の
手
掛
か
り
や
根
拠
と
な
る
も
の
で
あ
る
。

6
)
 
r評

価
の
視
点
』
を
設
定
し
た
の
は
、
ど
の
よ
う
な
視
点
か
ら
『
評
価
項
目

J
が
評
価
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
、
関
係
者
聞
の
共
通
理
解
を
図
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
。

ど
の
視
点
を
点
検
・
評
価
の
手
段
と
し
て
採
用
す
る
か
は
各
大
学
の
裁
量
に
委
ね
る
。

7
)
 
r評

価
の
視
点
』
は
、
例
示
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
で
も
「
評
価
項
目
』
を
評
価
す
る
に
際
し
て
客
観
的
な
論
拠
と
な
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
各
大
学
が
独
自
に
設
定
し
で
も
か
ま
わ
な
い
。

σ3
 

N
 

8
)

対
応
法
令
等
に
お
い
て
、

【
基
】
は
教
育
基
本
法
、

【
教
】
は
学
校
教
育
法
、

【
教
規
】
は
学
校
教
育
法
施
行
規
則
、

【
位
】
は
学
位
規
則
、

【
学
】
は
大
学
設
置
基
準
、

【
院
】
は
大
学
院
設
置
基
準
、

【
専
】
は
専
門
職
大
学
院
設
置
基
準
、

【
告
】
は
告
示
を
示
す
。

1
 
理
念
・
目
的

静
価
項
目

評
価

の
視

点
対
応
法
令
等

理
念

・
目

的
の

明
確

化
【【基
】】

大
学
(
第

7
条
)

教
大

学
の

目
的

(
第

8
3
条
)
、

(
 1
 )
大
学
・
学
部
・
研
究
科
等
の
理
念
・
目
的
は
、
適
切
に
設
定
さ
れ

大
学
院
及
び
専
門
職
大
学
院
の
目
的
(
第

9
9
条
)

実
績
や
資
源
、
か
ら
み
た
理
念
・
目
的
の
適
切
性

【
院
】
修
士
課
程
の
目
的
(
第

3
条
)
、

て
い
る
か
。

博
士

課
程

の
目

的
(

第
4
条
)

個
性
化
へ
の
対
応

【
専
】
専
門
職
学
位
課
程
(
第

2
条
)
、

法
科
大
学
院
の
課
程
(
第

1
8
条
)

(
2
 )

大
学
・
学
部
・
研
究
科
等
の
理
念
・
目
的
が
、
大
学
構
成
員
(
教

構
成

員
に

対
す

る
周

知
方

法
と

有
効

性
【【
学]
]教
育育

研
究
上
の
目
的
の
公
表
等
(
第

2
条
の

2
)

職
員
お
よ
び
学
生
)
に
周
知
さ
れ
、
社
会
に
公
表
さ
れ
て
い
る
か
。

院
教

研
究

上
の

目
的

の
公

表
等

(
第

1
条
の

2
)

社
会

へ
の

公
表

方
法

(
3
)

大
学
・
学
部
・
研
究
科
等
の
理
念
・
目
的
の
適
切
性
に
つ
い
て
定

[
教
】
自
己
存
、
検
・
評
価
及
び
認
証
評
価
制
度
(
第

1
0

9
条
)

期
的
に
検
証
を
行
っ
て
い
る
か
。
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σ3
 

w
 

2
 
教

育
研

究
組

織

教
育

研
究

組
織

の
編

制
原

理

(
 1
 )
大

学
の

学
部

・
学

科
・

研
究

科
・

専
攻

お
よ

び
附

置
研

究
所

・
ン

タ
一

等
の

教
育

研
究

組
織

は
、

理
念

・
目

的
に

照
ら

し
て

適
切

な
も

の
|

理
念

・
目

的
と

の
適

合
性

で
あ
る
か
。

(
 2
)

教
育

研
究

組
織

の
適

切
性

に
つ

い
て

、
定

期
的

に
検

証
を

行
っ

て
い
る
方
、

学
術

の
進

展
や

社
会

の
要

請
と

の
適

合
性

I教
】

通
信

教
育

(
第

8
4
条

)
、

学
部

(
第

8
5
条
)
、

夜
間

に
お

い
て

授
業

を
行

う
学

部
(

第
8
6
条
)
、

研
究

施
設

の
附

置
(

第
9

6
条
)
、

大
学

院
の

設
置

(
第

9
7
条
)
、

研
究

科
(

第
1

0
0
条

)
、

夜
間

又
は

通
信

に
よ

る
研

究
科

(
第

1
0
1
条

)
、

大
学

院
の

み
を

置
く

大
学

(
第

1
0

3
条
)

[
学
】
学
部
(
第

3
条

)
、

学
科

(
第

4
条
)
、

[
資
料

2
]

課
程

(
第

5
条

)
、

学
部

以
外

の
基

本
組

織
(

第
6
条
)
、

外
国

に
設

け
る

組
織

(
第

5
0
条
)

[
院
}
大
学
院
の
課
程
(
第

2
条
)
、

専
ら

夜
間

に
お

い
て

教
育

を
行

う
大

学
院

の
課

程
(第

2
条
の

2
)

修
士

課
程

(
第

3
条

)
、

博
士

課
程

(
第

4
条
)
、

研
究

科
(

第
5
条

)
、

専
攻

(
第

6
条
)
、

研
究

科
と

学
部

の
関

係
(

第
7
条
)
、

複
数

の
大

学
が

協
力

し
て

教
育

研
究

を
行

う
研

究
科

(第
7
条
の

2
)

、
研

究
科

以
外

の
基

本
組

織
(

第
7
条
の

3
)

独
立

大
学

院
(

第
2

3
条
)

通
信

教
育

を
行

う
課

程
(

第
2

5
条
)

[
専
】
専
門
職
学
位
課
程
(
第

2
条
)
、

法
科

大
学

院
の

課
程

(
第

1
8
条
)
、

教
職

大
学

院
の

課
程

(
第

2
6
条
)

【
告

】
大

学
が

外
国

に
学

部
、

学
科

そ
の

他
の

組
織

を
設

け
る

場
合
の
基
準
、

大
学

院
を

置
く

大
学

が
外

国
に

研
究

科
、

専
攻

そ
の

他
の
組
織
を
設
け
る
場
合
の
基
準
、

専
門

職
大

学
院

を
置

く
大

学
が

外
国

に
研

究
科

、
専

攻
そ

の
他

の
組

織
を

設
け

る
場

合
の

基
準

[
教
]
自
己
有
、
検
・
評
価
及
び
認
証
評
価
制
度
(
第

1
0

9
条
)



。 山

3
 
教

員
・

教
員

組
織

教
員

に
求

め
る

能
力

・
資

質
等

の
明

確
化

(
 1
 )
大

学
と

し
て

求
め

る
教

員
像

お
よ

び
教

員
組

織
の

編
制

方
針

を
明

|
教
員
構
成
の
明
確
化

確
に
定
め
て
い
る
か
。

教
員

の
組

織
的

な
連

携
体

制
と

教
育

研
究

に
係

る
責

任
の

所
在

の
明

確
化

編
制

方
針

に
治

っ
た

教
員

組
織

の
整

備

(
2
 )

学
部

・
研

究
科

等
の

教
育

課
程

に
相

応
し

い
教

員
組

織
を

整
備

し
|
授
業
科
目
と
担
当
教
員
の
適
合
性
を
判
断
す
る
仕
組
み
の
整
備

て
い
る
か
。

研
究

科
担

当
教

員
の

資
格

の
明

確
化

と
適

正
配

置

[
基
】
教
員
(
第

9
条
)

【
教
]
学
長
、
教
授
そ
の
他
の
職
員
(
第

9
2
条
)

[
学
]
教
員
組
織
(
第

7条
)
、

授
業

科
目

の
担

当
(

第
1
0
条
)
、

授
業

を
担

当
し

な
い

教
員

(
第

1
1
条
)

専
任

教
員

(
第

1
2
条
)
、

専
任

教
員

数
(

第
1
3
条
)

学
長

の
資

格
(

第
1

3
条
の
~
)
、

教
授

の
資

格
(

第
1
4
条
)
、

准
教

授
の

資
格

(
第

1
5
条
)
、

講
師

の
資

格
(

第
1
6
条
)
、

助
教

の
資

格
(

第
1

6
条
の

2
)

、
助

手
の

資
格

(
第

1
7
条
)

共
同

学
科

に
係

る
専

任
教

員
数

(
第

4
6
条
)

[
院
]
教
員
組
織
(
第

8
条

、
第

9
条
)
、

一
定

規
模

数
以

上
の

入
学

定
員

の
大

学
院

研
究

科
の

教
員

組
織

(
第

9
条
の

2
)

[
専
】
教
員
組
織
(
第

4
条

、
第

5
条
)

I告
】

大
学

院
設

置
基

準
第

5
3
条

に
基

づ
く

段
階

的
整

備
に

つ
い
て
定
め
る
件
、

薬
学

関
係

の
学

部
に

係
る

専
任

職
員

に
つ

い
て

定
め

る
件
、

大
学

院
に

専
攻

ご
と

に
置

く
も

の
と

す
る

教
員

の
数

に
つ
い
て
定
め
る
件
、

1
専

攻
あ

た
り

の
入

学
定

員
の

一
定

規
模

数
を

専
門
分
野
ご
と
に
定
め
る
件
、

大
学

院
設

置
基

準
第

3
8
条

に
基

づ
く

段
階

的
整

備
に
つ
い
て
定
め
る
件
、

[
資
料

2
]

専
門

職
大

学
院

に
関

し
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

定
め

る
件



σ3
 

CJ
l 

(
3
 )

教
員

の
募

集
・

採
用

・
昇

格
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。

(
4
 )

教
員

の
資

質
の

向
上

を
図

る
た

め
の

方
策

を
講

じ
て

い
る

か
。

教
員

の
募

集
・

採
用

・
昇

格
等

に
関

す
る

規
程

お
よ

び
手

続
き

の
明

確
化

規
程

等
に

従
っ

た
適

切
な

教
員

人
事

教
員

の
教

育
研

究
活

動
等

の
評

価
の

実
施

フ
ァ
カ
ル
テ
ィ
・
デ
、
イ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト

(
F
D
)

の
実

施
状

況
と

有
効

性

[
教

]
学

長
、

教
授

そ
の

他
の

職
員

(
第

9
2
条
)

I学
]

教
授

の
資

格
(

第
1
4
条
)
、

准
教

授
の

資
格

(
第

1
5
条
)
、

講
師

の
資

格
(

第
1
6
条
)
、

助
教

の
資

格
(

第
1

6
条
の

2
)

、
助

手
の

資
格

(
第

1
7
条
)

[
院
】
教
員
組
織
(
第

9
条
)

【
専
]
教
員
組
織
(
第

5
条
)

I基
]

教
員

(
第

9
条
)

【
学

]
教

育
内

容
等

の
改

善
の

た
め

の
組

織
的

な
研

修
等

(第
2
5
条
の

3
)

 
[

院
]

教
育

内
容

等
の

改
善

の
た

め
の

組
織

的
な

研
修

等
(第

1
4
条
の

3
)

[
専

]
教

育
内

容
等

の
改

善
の

た
め

の
組

織
的

な
研

修
等

(第
1

1
条
)



σ3
 

σ
コ

4
 
教
育
肉
容
・
方
法
・
成
果

教
育

目
棟

、
学

位
授

与
方

針
、

教
育

課
程

の
編

成
・

実
施

方
針

(
 1
 )
教
育
目
標
に
基
づ
き
学
位
授
与
方
針
を
明
示
し
て
い
る
か
。

(
2
 )

教
育

目
標

に
基

づ
き

教
育

課
程

の
編

成
・

実
施

方
針

を
明

示
し

て
し、
るカ
ミ。

(
3
 )

教
育

目
標

、
学

位
授

与
方

針
お

よ
び

教
育

課
程

の
編

成
・

実
施

方
針

が
、

大
学

構
成

員
(

教
職

員
お

よ
び

学
生

等
)

に
周

知
さ

れ
、

社
会

に
公
表
さ
れ
て
い
る
か
。

※
l
 

【【教
]1
学

位
(

第
1
0
4
条
)

位
学
士
の
学
位
授
与
の
要
要
要
件
件
件

(第
2
条条

)
 、

修
士

の
学

位
授

与
の

(
第
3
~
)

、
博

士
の

学
位

授
与

の
(第

4
条
)
、

学
位
門
職論

文
の

審
査

の
協

力
(

第
5
条
)
、

専
大ミ
の学
2院
)
の

課
程

を
修

了
し

た
者

に
対

し
授

与
す

る
学

位

専(第
F
5
条

可
職
学
積
位
極
の
授
与
の
要
件
(
第
条

5
条
の

3
)

[
学
]
情
報
の

的
な
提
供
(
第
2
~
)

、
教
育
育育
研

究
上

の
目

的
の

公
表

等
(

第
2
条
の

2
)

教
課

程
の

編
成

方
針

(
第

1
9
条
)
、

教
課

程
の

編
成

方
法

(
第

2
0
条
)

【
院
]
教
育
課
程
の
編
成
方
針
(
第

1
1
条
)

[
資
料

2
]

※
1
 

※
3

 

[
教

】
自

己
点

検
・

評
価

及
び

認
証

評
価

制
度

(
第

1
0
9
条
)

※
2
 

※
3
 

【
学
]

教
育
育

課
程

の
編

成
方

針
(

第
1
9
条
)

教
課

程
の

編
成

方
法

(
第

2
0
条

)
、

単
位

(
第

2
1
条
)
、

[
学
]
情
報
ゴ
円
ョz
の

積
極

的
な

提
供

(
第

2
条
)

、
教

研
究

上
の

目
的

の
公

表
等

(
第

2
条
の

2
)

1
年

間
の

授
業

時
間

(
第

2
2
条
)
、

[
院

]
教

育
研

究
上

の
目

的
の

公
表

等
(

第
1
条
の

2
)

各
授

業
科

目
の

授
業

期
間

(
第

2
3
条
)
、

共
同

教
育

課
程

の
編

成
(

第
4

3
条
)
、

共
同
教
育
課
程
に
係
る
単
(
位
第

の
認

定
(

第
4

4
条
)

[
院
]

教
育
業
課

程
の

編
成

方
針

1
 1
条
)
、

授
及

び
研

究
指

導
(

第
1
2
条
)
、

研
究

指
導

(
第

1
3
条
)
、

教
育

方
法

の
特

例
(

第
1
4
条
)
、

共
同
教
育
育
課

程
の

編
成

(
第

3
1
条
)
、

共
同

教
課
程
に
係
る
単
位
授

の
認

定
等

(
第

3
2
条
)

[
専
]

教
育

課
程

(
第

6
条
)

業
を

行
う

学
生

数
(

第
7
条
)
、

授
業

の
方

法
等

(
第

8
条

、
第

9
条
)

共
同
教
育
育
課

程
の

編
成

第
3
2
条
)

共
同

教
課

程
に

係
る

単
位

の
認

定
等

(
第

3
3
条
)



σ
コ

-
:
)
 

教
育

課
程

・
教

育
内

容

必
要

な
授

業
科

目
の

開
設

状
況

(
 1
 )
教

育
課

程
の

編
成

・
実

施
方

針
に

基
づ

き
、

授
業

科
目

を
適

切
に

| |
順
次
性
の
あ
る
授
業
科
目
の
体
系
的
配
置

開
設
し
、
教
育
課
程
を
体
系
的
に
編
成
し
て
い
る
か
。

I

|
コ
ー
ス
ワ
ー
ク
と
リ

専
門

教
育

・
教

養
教

育
| |

サ
ー
チ
ワ
ー
ク
の
パ
ラ

の
位
置
づ
け

lン
ス

|
専

門
分

野
の

高
度

化
に

|
理

論
と

実
務

と
の

架
学
士
課
程
教
育
に
相

þt
l'
:;
;:
~<
J
~~

 ~
~
~
~
~
I
 

|
対

応
し

た
教

育
内

容
の

|
を

図
る

教
育

内
容

の
し
い
教
育
内
容
の
提
供

I
~
;
~
'

v
 I
~
~
 F

，J
 
r

 J
.
-
p
'
"
V./1
 

(
2
 )

教
育
課
程
の
編
成
・
実
施
方
針
に
基
づ
き
、
各
課
程
に
相
応
し
し
、
IV

 
V

 
-
'
t̂

 F
I
 r

 J
-t
:r

V

/
1J

.
t
:
1
7
'
 
I提

供

教
育
内
容
を
提
供
し
て
い
る
か
。

I初
年

次
教

育
・

高
大

連

携
に

配
慮

し
た

教
育

内
容

[
学
]
教
育
課
程
の
編
成
方
針
(
第

1
9
条
)
、

教
育

課
程

の
編

成
方

法
(

第
2

0
条
)
、

共
同

教
育

課
程

の
編

成
(

第
4

3
条
)

I院
]

教
育

課
程

の
編

成
方

針
(

第
1

1
条
)

共
同

教
育

課
程

の
編

成
(

第
3

1
条
)
、

I専
】

教
育

課
程

(
第

6
条
)
、

共
同

教
育

課
程

の
編

成
(

第
3

2
条
)

【
学
】
教
育
課
程
の
編
成
方
針
(
第

1
9
条
)

[院
1
修

士
課

程
(

第
3
条

)
、

博
士

課
程

(
第

4
条
)
、

教
育

課
程

の
編

成
方

針
(

第
1

1
条
)

[
資
料

2
]

[
専
】
専
門
職
学
位
課
程
(
第

2
条

)
、

教
育

課
程

(
第

6
条
)



教
育

方
法

[
資
料

2
]

教
育

目
標

の
達

成
に

向
け

た
授

業
形

態
(

講
義

・
演

習
・

実
験

等
)

の
採

用

て

条
6 て つ

2 い に

第 っ と

制 2 業 う

) 講 の 、 ) 授 行

、 条 、 開 条 、 ) 条 た で

) 3 ) 夜 7 ) 、 条 2 し 所

条 2 条 昼 2 条 ) ) 9 1 用 場

2 第 4 、 第 2 条 条 第 第 利 の

2 ( 2 ) ( 1 、 4 7 、 ( に 外

第 間 第 条 限 第 ) 1 第 条 限 度 以

、 ( 期 ( 5 上 ( 条 第 ( 8 上 高 等

) 開 業 数 2 の 導 3 ( 数 第 の を 舎

条 期 授 生 第 録 指 1 例 生 ( 録 ア 校

1 業 の 学 ( 登 究 第 特 学 等 登 イ を

2 授 目 う 法 の 研 ( の う 法 の デ 、 部

第 め 科 行 方 自 び 導 法 行 方 目 メ 件 一 件

( 開 業 を の 科 及 指 方 を の 科 な る の る

位 年 授 業 業 修 業 究 育 業 業 修 様 め 業 め

単 一 各 授 授 履 授 研 教 授 授 履 多 定 授 定

学 院 専 告

履
修

科
目

登
録

の
上

限
設

定
、

学
習

指
導

の
充

実

(
 1
 )
教

育
方

法
お

よ
び

学
習

指
導

は
適

切
か

。

学
生

の
主

体
的

参
加

を
促

す
授

業
方

法

シ
ラ

パ
ス

の
作

成
と

内
容

の
充

実

(
 2
)

シ
ラ

パ
ス

に
基

づ
い

て
授

業
が

展
開

さ
れ

て
い

る
か

。

実
務

的
能

力
の

向
上

を
目

指
し

た
教

育
方

法
と

学
習

指
導

つ 臼 円 ノ 臼

の の )

条 条 条

5 4 0  

2 1 1  

第 第 第

等 等 等

一 不 一 . 小 一 不

明 明 明

の の の

等 等 等

準 準 準

基 基 基

価 価 価

市 ア 市 T 市 T

エ エ ロ ュ = ロ コ = R

績 績 績

成 成 成

学 院 専
σ
コ

α
D
 

授
業

内
容

・
方

法
と

シ
ラ

パ
ス

と
の

整
合

性



σ
コ

c.o
 

厳
格

な
成

績
評

価
(

評
価

方
法

・
評

価
基

準
の

明
示

)

(
3
 )

成
績

評
価

と
単

位
認

定
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
単

位
制

度
の

趣
旨

に
基

づ
く

単
位

認
定

の
適

切
性

の
適

切
性

【
学
】
単
位
(
第

2
1
条
)
、

1年
間

の
授

業
期

間
(

第
2

2
条
)
、

各
授

業
科

目
の

授
業

期
間

(
第

2
3
条
)

成
績

評
価

基
準

等
の

明
示

等
(

第
2

5
条
の

2
)

、
単

位
の

授
与

(
第

2
7
条
)
、

履
修

科
目

の
登

録
の

上
限

(
第

2
7
条

の
2
)

、
他

の
大

学
又

は
短

期
大

学
に

お
け

る
授

業
科

目
の

履
修

等
(第

2
8
条
)
、

大
学

以
外

の
教

育
施

設
等

に
お

け
る

学
修

(
第

2
9
条
)
、

入
学

前
の

履
修

得
単

位
等

の
認

定
(

第
3

0
条
)

{
院

}
成

績
評

価
基

準
等

の
明

示
等

(
第

1
4
条

の
2
)

、
大

学
設

置
基

準
の

準
用

(
第

1
5
条
)

I専
】

成
績

評
価

基
準

等
の

明
示

等
(

第
1
0
条
)
、

他
の

大
学

院
に

お
け

る
授

業
科

目
の

履
修

等
(第

1
3
条
)
、

入
学

前
の

既
修

得
単

位
等

の
認

定
(第

1
4
条
)
、

他
の

大
学

院
に

お
け

る
授

業
科

目
の

履
修

等
(第

2
1
条
)
、

入
学

前
の

既
修

得
単

位
等

の
認

定
(

第
2
2
条
)
、

他
の

大
学

院
に

お
け

る
授

業
科

目
の

履
修

等
(第

2
7
条
)
、

入
学

前
の

既
修

得
単

位
等

の
認

定
(

第
2

8
条
)

[
告

]
大

学
が

単
位

を
与

え
る

こ
と

が
で

き
る

学
修

を
定

め
る

件

I学
】

教
育

内
容

等
の

改
善

の
た

め
の

組
織

的
な

研
修

等
(第

2
5
条

の
3
)

(
4
)

教
育

成
果

に
つ

い
て

定
期

的
な

検
証

を
行

い
、

そ
の

結
果

を
教

育
|

授
業

の
内

容
お

よ
び

方
法

の
改

善
を

図
る

た
め

の
組

織
的

研
修

・
研

究
の

実
I
(

院
]

教
育

内
容

等
の

改
善

の
た

め
の

組
織

的
な

研
修

等
課

程
や

教
育

内
容

・
方

法
の

改
善

に
結

び
つ

け
て

い
る

か
。

I施
I

 
(第

1
4
条

の
3
)

I専
]

教
育

内
容

等
の

改
善

の
た

め
の

組
織

的
な

研
修

等
(第

1
1
条
)

I
 

• 



-.
J 

cつ

成
果

(
 1
 )
教
育
目
標
に
治
っ
た
成
果
が
上
が
っ
て
い
る
か
。

(
 2
)

学
位
授
与
(
卒
業
・
修
了
認
定
)
は
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。

学
生

の
学

習
成

果
を

測
定

す
る

た
め

の
評

価
指

標
の

開
発

と
そ

の
適

用

学
生

の
自

己
評

価
、

卒
業

後
の

評
価

(
就

職
先

の
評

価
、

卒
業

生
評

価
)

学
位

授
与

基
準

、
学

位
授

与
手

続
き

の
適

切
性

学
位

審
査

お
よ

び
修

了
認

定
の

客
観

性
・

厳
格

性
を

確
保

す
る

方
策

[
資
料

2]

【
教
]
自
己
点
検
・
評
価
及
び
認
証
評
価
制
度
(
第

1
0

9
条
)

【
教
]
修
業
年
限
の
特
例
(
第

8
9
条
)

[
教
規
】
卒
業
認
定
(
第

1
4
7
条
)

[
位
]
学
士
の
学
位
授
与
の
要
件
(
第

2
条
)

修
士

の
学

位
授

与
の

要
件

(
第

3
条
)

博
士

の
学

位
授

与
の

要
件

(
第

4
条
)

学
位

論
文

の
審

査
の

協
力

(
第

5
条
)

専
門

職
大

学
院

の
課

程
を

修
了

し
た

者
に

対
し

授
与

す
る

学
位

(
第

5
条
の

2
)

専
門

職
学

位
の

授
与

の
要

件
(

第
5
条
の

3
)

[
学
】
卒
業
の
要
件
(
第

3
2
条
)

共
同

学
科

に
係

る
卒

業
の

要
件

(
第

4
5
条
)

【
院
】
修
士
課
程
の
修
了
要
件
(
第

1
6
条
)
、

博
士

課
程

の
修

了
の

要
件

(
第

1
7
条
)

共
同

教
育

課
程

に
係

る
修

了
要

件
(

第
3
3
条
)

I専
]

専
門

職
学

位
課

程
の

修
了

要
件

(
第

1
5
条
)
、

専
門

職
大

学
院

に
お

け
る

在
学

期
間

の
短

縮
(第

1
6
条
)
、

法
科

大
学

院
の

課
程

の
修

了
要

件
(

第
2

3
条
)
、

法
科

大
学

院
に

お
け

る
在

学
期

間
の

短
縮

(
第

2
4
条
)
、

教
職

大
学

院
の

課
程

の
修

了
要

件
(

第
2

9
条
)
、

教
職

大
学

院
に

お
け

る
在

学
期

間
の

短
縮

(
第

3
0
条
)

共
同

教
育

課
程

に
係

る
修

了
要

件
(

第
3

4
条
)
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